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１．本事業の背景と目的 

 

１．１背景・目的 

東西経済回廊を経由した国際陸上輸送は利用が進んできているものの、普及期には入っ

ていないのが実態である。輸送インフラ面では、東西経済回廊はタイ＝ベトナム間で高速

道路が開通し、ノンストップでの走行が可能になった。一方で、ソフト面において、通関

等輸出入手続きの煩雑さや、コールドチェーンなどの高付加価値物流への対応が不十分な

ことが問題になっている。また、ビジネス面でみると、タイからベトナムへの片荷傾向が

続いており、輸送コストが割高になっている側面もある。結果として、従来の海上輸送か

ら、同回廊を利用した陸上輸送へのシフトが起こりにくくなっている。 

 

メコン地域は、急成長を遂げる地域であり、生活水準の底上げと中間所得者層の拡大が

期待される。消費者のニーズも高度化し、食生活も多様化することが見通されることから、

物流分野でも高付加価値サービスが訴求できる商機が広がってくる。ASEAN 域内の経済統

合や輸出入手続きの標準化も議論されており、メコン域内の物流高度化に向けた環境は整

いつつある。 

 

また、メコン地域では道路インフラに続いて鉄道インフラの整備が進められている。タ

イではインフラ整備の中で鉄道整備に多くの予算を割いており、幹線輸送手段の強化に取

り組んでいる。また、ベトナムでは、鉄道による冷凍コンテナの輸送サービスが今年から

開始され、サービスの拡充を図っている。鉄道はドア to ドアの輸送ができず、端末輸送は

トラックが担うことから、鉄道とトラックの連携がかかせない。これまでメコン地域の輸

送を担っていた海上輸送とトラック輸送に加えて、鉄道輸送が利用される機会は増えるだ

ろう。 

 

これまでの研究・調査によって、海上・トラック輸送に関する東西経済回廊の実態や課

題はすでに把握が進んでいる。そこで、本調査では、メコン域内物流の高度化や鉄道の利

用可能性について、潜在市場の把握と市場顕在化に向けた課題を把握し、課題解決の方策

を提言することを目的としている。 

 

本調査の特徴は、メコン地域の実態を把握した上で、将来期待される高度な物流システ

ムのあり方を検討し、現地調査を通じて検証した点にある。具体的には、メコン地域のク

ロスボーダー輸送に、鉄道輸送（マルチモーダル）や冷温輸送（リーファーコンテナ）を

組み合わせた物流システムに着目した。実証運行を実施して実際の貨物を輸送したからこ

そ、輸送インフラ面や手続き面の問題について、説得力のあるデータを入手することがで

きた。また、実際にメコン地域でビジネスを実施している荷主ニーズを探ることで、サー
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ビス水準の向上や運賃水準の低減に向けて関係各国や民間事業者が取り組むべき課題を整

理し、我が国としての支援のあり方を提言した。 

 

 

１．２実施内容 

本調査では、①域内物流の現状や将来動向を見通した上で、新たな物流システムのあり

方を検討し、②現地調査を通じてその実現可能性や潜在的なニーズを検証した。さらに③

物流システムの実現に向けた課題を整理し、我が国として協力可能な施策を提言した。 

 

①に関しては、調査対象地域における貿易動向や対象国の経済成長見通しを、既存統計

データや既存文献調査を中心として整理する。さらに、タイからベトナムへの輸出に着目

して、輸送サービスの比較や貿易手続きを整理した。 

 

②に関しては、実証走行の実施に向けて、事前準備を経て本実験を行った。また、各タ

イミングでは現地関係者にヒアリングを実施して、現状の問題意識や課題を確認した。 

 

②の結果を踏まえて、③最終とりまとめを行い、新たな物流システムの実現に向けて、

我が国として関係各国へ提言していく施策を検討した。 

 

 

○プレ実証走行（バンコク→ダナンまでの道路区間） 

    2015年 1月 28日～1月 30日 

 

○実証走行（バンコク→ダナンまでの道路区間、ダナン→ハノイまでの鉄道区間） 

    2015年 3月 8日～3月 13日 

 

○ヒアリング（荷主、物流企業、公的機関） 

    2015年 1月 23,26日 3月 5,12日 
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２．GMS域内物流の現状分析と新たな物流システムの実現可能性 

 

２．１GMS域内におけるモノの流れ 

１）GMS域内の貿易概況 

国連統計によると対象地域の荷動きは、タイ・ベトナムと中国の貿易が大部分を占め、

メコン域内ではタイとベトナム間の貿易額が大きい。一番大きい中国＝タイとメコン域

内のベトナム＝タイでは、金額ベースで数倍の差がある。 

 

 

表 対象地域の貿易金額（赤背景色が上位 5位） 

 

※ ラオスからの輸出額は統計に掲載されていない 

出所）国際連合 COMTRADE 

 

 

２）各国間の貿易概況 

 （１）ベトナム⇔中国 

ベトナムと中国間の貿易を分析すると、多くの品目で中国からの入超になるが、食品

関連に関してはベトナムから中国への輸出が多い。中国からは、高速道路がベトナム国

境まで整備されているほか、鉄道がハノイまで接続されている。特に、華南地域にある

工業地帯からの輸入が盛んであると推察される。 

 

リーファーコンテナを使用する食品関連については、魚介類や青果の貿易額は大きく、

いずれもベトナムから中国への輸出超となる。中国は温帯であるが、ベトナムやタイは

熱帯に属すので植生が異なることから、フルーツの出荷が盛んである。特に、現地のフ

ルーツ価格に合わせて弾力的な輸出が行われている。現状では、両国で輸出入されてい

る貨物のうち、冷温輸送が占める割合は把握できていないが、その比率は多くないと考

えられる。インフラ整備が進めば、現状の輸送品質が向上すると共に、今は取引がない

商材の流動も発生する可能性がある。 

単位：米国ドル

相手国＼輸出国 カンボジア 中国 タイ ベトナム

カンボジア 2,708,103,063 3,674,658,443 2,929,946,418

中国 182,895,514 26,899,614,795 12,835,975,642

ラオス 2,068,000 937,094,035 3,609,793,054 432,583,949

タイ 75,813,651 31,196,768,378 2,832,178,265

ベトナム 116,295,519 34,212,586,980 6,687,264,101
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品目別の貿易金額（ベトナム⇔中国） 

 

出所）国際連合 COMTRADE 

 

 

食品に関する品目内訳と貿易金額（ベトナム⇔中国） 

 

出所）国際連合 COMTRADE 
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 （２）タイ⇔中国 

タイと中国間の貿易を分析すると、食品や鉱物関連、化学製品がタイから中国へ多く

輸出されている。貿易額の大きい機械・輸送機器については中国からタイへの輸入が多

いもの、タイからの輸出も化学製品以上に多いことから、機械・輸送機器の荷動きが活

発である 

 

リーファーコンテナを使用する食品関連については、青果の貿易額は大きく、ベトナ

ムから中国への輸出額と同水準である。こちらもベトナムと同様にフルーツが多く流通

している。現状は、北部の三角地帯をまたいで川を使った輸送が活発化している。もと

もと、タイ人の自治区もあり、コミュニティベースの商取引が拡大している模様である

が、実態は把握されていない。ハノイまで運べば、そこから鉄道で中国内陸部に輸送で

きるルートに接続できるので、費用対効果で効率的であれば、さらに貿易が活性化する

可能性もある。また、中国からラオスを通ってタイのバンコク近郊まで届く高速鉄道も

計画されており、鉄道の拡張で物流の動き方が変わる可能性が高い。 

 

 

図 品目別の貿易金額（タイ⇔中国） 

 

出所）国際連合 COMTRADE 
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図 食品に関する品目内訳と貿易金額（タイ⇔中国） 

 

出所）国際連合 COMTRADE 
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図 品目別の貿易金額（ベトナム⇔タイ） 

 

出所）国際連合 COMTRADE 

 

 

図 食品に関する品目内訳と貿易金額（ベトナム⇔タイ） 
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３）ベトナム－タイ間における貿易の将来展望 

東南アジア地域は、アジア太平洋地域の経済成長を牽引する地域の 1つであり、今後

も急速な発展が期待される。経済の拡大に伴い所得水準の上昇と中間層の拡大も見通さ

れる。 

 

図 各国の GDP成長率 

 

出所）IMF 

 

 

所得の増加に伴い、生活も先進国と同じようなスタイルにシフトしてくる。例えば、

デジタル機器の販売数は日本よりも ASEAN市場の方が大きくなる見通しである。また、

食生活の洋食化も進んでいくと考えられる。タイ・ベトナムの対中国貿易やベトナム⇔

タイの貿易でも同じ傾向であるが、食肉や乳製品の輸出入は非常に少ない。これは、そ

もそもの消費ニーズが小さいこともあるが、さらに冷温輸送のインフラが依然として整

っていないことも要因と考えられる。今後の経済成長によって、肉や乳製品の消費需要

は拡大すると見通され、これからの荷量拡大に対応した物流サービスが求められる。 
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図 デジタル機器の販売見通し 

 

出所）Euromonitor(2014年以降は予測値) 

 

図 経済水準と食肉消費量の関係 

 

出所）FAO 世界食料農業白書 
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あり、ネット通販の利用者が非常に多いことから、宅配サービスも提供され始めている。

また、普段の買い物でも大型スーパーやショッピングモールの利用が高まっている。こ

れらの動きが、今後、ASEANへ波及すると考えられる。その場合は、小口の多頻度配

送やスーパーに生鮮を納入するための冷温物流に対するニーズが高まるだろう。 

 

インターネット通販利用者の割合（1年間での利用経験） 

 

出所）NRI「中国消費者 1万人アンケート調査」 （2003年、2011年） 

NRI「生活者１万人アンケート調査」 （2000年、2003年、2006年、2009年）  

 

品目別の主な購入チャネル 

 

出所）NRI「中国消費者 1万人アンケート調査」 （2003年、2011年） 
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また、物流の観点で見るとタイプラス１の動きもある。この動きの背景にはタイの好

景気があり、タイ国内の労働者リソースが不足したことがきっかけで、サテライト工場

を周辺国に設置する動きであった。2014 年からは税制優遇も終わり自動車産業が失速

しているため、動きはすこし沈静化している。しかしながら、タイの人件費高騰は続い

ており、より生産コストの安い国への工場移転は進んでいくと見られる。 

 

図 タイプラスワンの動向 

 

出所）JETROセミナー資料 
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２．２ベトナム－タイ間の輸送サービス比較と輸出入手続き 

 

１）ベトナム－タイ間の物流サービス 

ベトナムとタイとの貿易は海上輸送が主流である。以前は、道路インフラも整備され

ておらず、陸上輸送は国境周辺で小規模に流通があったのみであった。この場合、国境

では、2カ国のトラックが横付けされ、手積みでの積み替えがされていた。近年に入り、

東西経済回廊が整備されたことで、大手の物流企業が使うようになってきた。国境には

クレーンが整備されてコンテナのシャーシ間移動も容易になっている。 

 

日系企業が提供している物流サービスは以下の通りである。ドライコンテナでは、日

本通運やロジテム、郵船ロジスティクスが定期混載サービスを提供している。日本通運

の場合は、華南からシンガポールまで接続するルートの一部区間を担っており、東西経

済回廊を用いて、第 2友好橋を経由し、ベトナムとタイを結ぶルートである。 

タイ＝ラオスまたはラオス＝ベトナムの二国間協定や域内協定により車両の相互通

行が認められており、積み替えなしの高い輸送品質を各社がプロモーションしている。

日新では、二国間協定を活用して、ラオス籍のトラックをタイとベトナム国内でも走行

させており、積み替えが発生しないサービスを展開している。 

 

東西経済回廊の定期便サービス 

 

出所）日本通運 Webサイト 

 

リーファーコンテナの輸送に関しては、各社がチャーター便として対応可能と思われ

るが、混載サービスは東西経済回廊で提供されていない。リーファーコンテナでは、南

部経済回廊で先行して提供が始まっている。郵船ロジスティクスや鴻池運輸が定期混載

サービスを提供しており、冷蔵・冷凍貨物の輸送サービスを 2014年より開始した。南

部経済回廊を用いてバンコクとホーチミンを結ぶルートであり、同時期にプノンペンや



 

 

 

13 

ホーチミンに進出した日系スーパーに合わせたサービスと推察される。 

 

南部経済回廊での定期便サービス 

 

出所）鴻池運送 Webサイト 

 

２）個別輸送手段の特徴 

JETROの調査レポートを参考にしつつ、適時最新の市場動向を織り込みながら、タ

イからベトナムへの輸送サービスを整理した。 

 

（１）海上輸送 

タイのバンコクからベトナムのハノイへ輸出する際は、海上輸送を利用することが多

い。JETROの調査結果によると、バンコクに近くのレムチャバン港からハノイ近くの

ハイフォン港まで直行便を使えば 4日で輸送できるが、香港経由便になる場合は 10日

がかかる。 
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図 海上輸送のリードタイム（レムチャバン発） 

 

 

出所）JETRO ASEAN・メコン地域の最新物流・通関事情 

 

JETRO 調査は、2012 年度に実施されている。そこで、あらためて現状のコンテナ

船スケジュールを調べてみると、3日（CY⇔CY）でレムチャバンからハイフォンまで
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運ぶことが可能である。ただ、これは 1 週間に 1 回の頻度であり、他の便では 7 日の

輸送時間を要する。直行便は週 2便しかなく、現実的には経由便の利用が主になってく

ると考えられる。また、実際には上記日程に加えて、通関時間やコンテナヤード CYと

内陸倉庫を横持ちする時間も発生するため、追加で 2日以上はかかると推察される。 

 

図 レムチャバン港からハイフォン港のスケジュール 

 

 

出所）SITC Webサイト 

 

輸送コストに関しては、JETROによると、レムチャバンからハイフォン港を経由し

てバンコクからハノイに運ぶ海上輸送の費用は約 1,500 ドル前後1である。また、最近

の日系物流企業が提示するレートは、40ftコンテナ（ドライ・ハイキューブ）で約 1,950

ドルである。 

  

                                                   
1 JETROの調査結果には、輸送コンテナの種類は記載されていない。 
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（２）陸上輸送 

JETROの実走データによると、タイのバンコクからベトナムのハノイに東西経済回

廊を利用した場合の所要日数は約 3.5日である。通しでの実走データは、40ftコンテナ

を積んだトラックがバンコク南のサムットプラカーン県を月曜日午前 6時に出発し、第

3メコン橋を経由して、ハノイ近郊のバクニン省に木曜日の午後 5時に到着したデータ

しか計測されていないが、第 2メコン橋ルートも第 3メコン橋ルートを経由した場合と

大差なく、所要日数は約 3.5日となっている。ボトルネックは国境での積み替えや通関

の作業時間及び開庁時間の制約であり、ラオスを通過する行程を同日で完了することが

できない。 

 

図 トラック輸送のリードタイム（バンコク→ハノイ） 

 

出所）JETRO ASEAN・メコン地域の最新物流・通関事情 

 

輸送コストに関しては、JETRの実走データによると、40ftコンテナを全てトラック

で運んだ場合の陸上輸送で 4,450 ドル2と、海上輸送よりも圧倒的に高い。ただし、陸

上輸送の運賃も低減する傾向にある。最近の日系物流企業が提示する陸上トラック輸送

のレートは、45ftコンテナ（ドライ・ハイキューブ）で約 3,000ドルになることから差

が縮まってきている。 

 

  

                                                   
2 バンコク発ハノイ着の片荷運賃で、運送費用(3,350ドル)、積み替え費用(200ドル)、通関

料金(650ドル)や一般管理費（250ドル）の合計費用 
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３）ベトナム－タイ間の輸出入手続き 

本節では、すでに荷量が多く、タイに進出している多くの日系企業が利用する可能性

の高い、タイからベトナムへの出荷を想定した場合の輸出入手続きを整理した。 

 

（１）海上輸送 

海上輸送の手続きは、ベトナム－タイ間の輸出入手続きと、欧米など他国との輸出入

手続きで差がない。タイからベトナムに輸出する場合は、レムチャバンなどタイの輸出

港で輸出通関を受け、ハイフォンなどベトナムの輸入港で輸入通関を受けるのみである。

すでに JETROが ASEAN各国の通関手続きを詳しく紹介していることから、これらの

引用を踏まえながら、整理をした。 

 

タイでの輸出申告は、通関システムを用いる。タイでは、E-Customs と呼ばれるシ

ステムが整備されて運用されている。以下は、JETROが整理しているタイからの輸出

手続きからの引用である。 

 

(1) 輸出者が自らのコンピューターで、もしくは当局のサービス窓口においてインボイ

スに関わる全ての情報を記入すると、同情報は自動的に輸出通関のためのインボイス情

報として登録される。次に輸出者は輸出申告書を税関のコンピューターに送信しなけれ

ばならない。 

(2) 申告情報入手後、税関コンピューターは申告書類をチェックし、必要に応じ修正を

加える。  

(3) 輸出申告情報をチェックした後、必要に応じて税関が設定する条件とともに、次の

二つのグループに分類された上で輸出申告書 No.が発給される。  

・グリーンライン：輸出税支払い（必要な場合）に直接進み、税関から貨物が受け渡し

される。  

・レッドライン：輸出税の支払い（必要な場合）、および貨物の受け渡しの前に、輸出

税の評価（必要な場合）に関して税関職員にコンタクトしなければならない。  

(4) 貨物を出荷する際、輸出者は以下の書類を提出しなければならない。  

a. 輸出申告書（税関書式No.101または 101/1）  

b. インボイス 2通  

c. 外国為替取引申告書（FOB価格が 50万バーツを超える場合）  

d. 輸出管理品目または輸出許可品目の場合、関連省庁の発行する輸入承認書  

e. 輸出品（貨物）の税関用説明資料（カタログ等）  

 

出所）JETRO Webサイト 
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また、ASEAN域内産品であり、輸入関税の減免処置を受ける場合は、タイ側で原産

地証明を受け取る必要がある。ASEAN自由貿易地域（AFTA）の特恵を受ける場合は、

Form Dと呼ばれる様式が用意されている。 

 

【原産地証明書】 

特恵関税適用品目の原産地証明書（主要なフォームのみ記載） 

 

・原産地証明書様式 A：カナダ、EU、日本、ノルウェー、スイス等、一般特恵関税制

度（GSP）を供与している多くの国向けの輸出品に対して、一般特恵関税制度（GSP）

による関税の優遇措置を受ける輸出者に発行される。 

・原産地証明書様式 D：ASEAN自由貿易地域（AFTA）であるブルネイダルサラーム、

カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、シンガポ

ール、ベトナム向けの輸出品に対して、共通効果特恵関税（CEPT）の優遇措置を受け

る輸出者に発行される。 

・原産地証明書様式 E：ASEAN 中国 FTA（ACFTA）による特恵関税を受ける輸出者

に発行される。 

・原産地証明書様式 AJ：日 ASEAN経済連携（AJCEP）協定による特恵関税を受ける

輸出者に発行される。 

・原産地証明書様式 AK：ASEAN 韓国 FTA（AKFTA）による特恵関税を受ける輸出

者に発行される。 

・原産地証明書様式 JTEPA：日タイ経済連携協定（JTEPA）により日本向けの輸出品

に対して同協定の特恵税率の適用を受ける輸出者に発行される。 

・原産地証明書様式 GSTP：アルジェリア、アルゼンチン、バングラデシュ、ボリビア、

ブラジル、カメルーン、チリ、キューバ等 40カ国の開発途上国向けの輸出品に対して、

グローバル特恵関税制度（GSTP）から優遇措置を受けるために輸出者に発行される。 

・原産地証明書様式 AISP：ASEAN Integration System of Preference、ASEAN特恵

統合システムによる特恵関税を受ける輸出者に発行される。  

 

【原産地証明の申請機関】 

商務省外国貿易局、タイ商工会議所、タイ工業連盟（Federation of Thai Industry） 

 

出所）JETRO Webサイト 

 

食品などを輸出する場合は、相手国の指定に応じて動植物検疫を受ける必要がある。

タイからベトナムに果物を輸出する際は、タイの植物検疫ステーションで検査を受ける。

JETRO レポートによると、2008年に改正された植物防疫法（Plant Quarantine Act 
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(No.3) 2008）に基づいて実施されている。 

 

1. 輸出業者は各輸出国の輸出入に関する規則等を事前に調べておくこと。 

2. 輸出業者は輸出する作物を次のとおりに準備しておくこと。 

輸出する作物は衛生的であり、輸出国の規格基準に基づいていること。 

申請書に記載した輸出する作物名と量を記したリストを提出すること。 

作物を包装するパッケージは丈夫で、申請書に記載した作物以外を含んでいないこと。 

3. 輸出業者は P.Q.7(Por.Kor.7)を提出する前に、委任番号を取得しなければならない。

委任番号の取得に必要な書類は次のとおりである。 

株式会社/パートナーシップ/法人 

- 委任する者の IDカードのコピー 

- 委任された者の IDカードのコピー 

- 法人登録証明書(6カ月以内に発行されたもの) 

- 30バーツの収入印紙を貼った委任状 

個人 

- IDカードのコピー/パスポート 

4. 輸出業者は申請書 P.Q.7 と関係する、輸出する作物の種類、学名、輸出する重量、

箱数に関する詳細などを示した書類を準備すること。(指定場所内で検査する場合はオ

リジナル 1部、指定場所以外で検査する場合はオリジナル 1部、コピー3部を準備する。) 

5. 指定場所内での検査については、輸出業者は 4 で示した申請書および必要書類を少

なくとも輸出の 3日前までに提出すること。 

6. 指定場所以外での検査については、輸出業者は 4 で示した申請書とともに、必要書

類および検査官の費用も一緒に提出する。さらに検査または害虫駆除、バンコク以外や

地方での害虫駆除の日および時間を少なくとも 1日前までに指定する。 

7. 輸出業者は輸出するすべての作物を指定場所内に持ち込み、検査官に申請書 P.Q.7

および必要書類を提出する。その後、輸出国の指定に基づきサンプル検査を行う。 

8. 輸出業者は作物の害虫検査に合格したら、植物検疫証明書を受け取るために、申請

書 P.Q.7および必要書類を係官に提出する。(船便での輸出の場合は Bill of Ladingを

添付すること) 

9. 輸出業者は植物検疫証明書の記載事項が正しいかチェックする。 

10. 署名権のある係官が植物検疫証明書の記載事項をチェックし、署名する。 

11. 輸出業者は手数料を支払い、植物検疫証明書を受け取る。 

 

出所）JETRO Webサイト 
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植物検疫所は、タイ全国に 42カ所有り、現状は申請のみ電子化されている。 

  

検疫スケ-ションの配置 

 

出所）タイ 農業・協同組合省 講演資料 

 

検疫システムの画面イメージ 

 

出所）タイ 農業・協同組合省 講演資料 
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輸入側では、ベトナム税関の通関システムを用いる。ベトナムでは日本から移転され

た V-NACCS と呼ばれるシステムの運用が 2014 年より運用を開始された。以下は、

JETROが整理しているベトナムへの輸入手続きからの引用である。 

 

ベトナムの輸入手続き（FCLの場合） 

 

出所）JETRO ASEAN・メコン地域の最新物流・通関事情 
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植物検疫が発生する場合は、輸入審査を実施する前に、ベトナムで植物検疫の検査を

受ける。タイ政府が発行した植物検疫書を基に、ベトナム側のシステムに入力し、必要

に応じて検査を実施する。 

 

必要書類等（Circular 128/2013/TT-BTC） 

・通関申告書（原本 2部）  

・売買契約書（コピー1部）  

・コマーシャル・インボイス（コピー1部）  

・B/Lまたは同等な書類（コピー1部）  

・物品リスト（物品が多種に分かれているか、別個に梱包されている場合）（コピー1部）  

・その他関連法により求められる文書（原本およびコピー1部） 

 

出所）JETRO Webサイト 

 

ベトナムでは、外資系企業の輸入が制限されている。外資系企業がベトナム国内で商

品を生産するための資産や原材料については、投資計画の範囲内で自由に輸入できる。

ただし、中古機械の輸入規制が設けられたり（現在は効力停止中）するため、品目別に

輸入手続きの動向を注視する必要がある。 

 

2006年 7月 1日以降、共通投資法が施行され、今までの外国投資法に取って代わった。外

資系企業に対する優遇措置が、外国投資企業に対してではなく「奨励投資業種」または「奨

励投資地域に進出する企業」に対してのみ付与されることになった。 

 

外資系企業の投資活動に伴う輸出入手続き（Circular 04/2007/TT-BTM）  

上述の手続き、必要書類は商法に基づく外資系企業の輸出入取引に関して適用される。外

資系企業の投資活動に伴う輸出入手続きは Circular04 に規定される。 商務省は 2007年 4

月 4 日付で Circular 04/2007/TT-BTM を発行し、共通投資法の施行細則となる 2006 年 9

月 22日付政府発行 Decree 108/2006/ND-CPで定めた外資系企業による物品の輸出入、加

工、および内部消費、ならびに国内販売に関するガイダンスを発行した。 同 Circularは、

外資系企業による製品の輸出、ならびに投資活動に用いる機械、設備、原材料、資材、部

品、構成品、およびその他物品の輸入、物品加工、国内消費、製品の国内販売に関する手

続きを規定している。 

 

出所）JETRO Webサイト 
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また、完成品を海外から輸入して販売する場合も制約があり、こちらも制度変更が頻

繁に行われる。ベトナムでは輸入管理項目が設けられており、商工省および関連省庁が

管轄している。一例として以下に記載した商工省の指定である。 

 

No  輸入品  

1  ラインガン  

2  商工省から随時発表される、ベトナムが加盟・締結している国際条約や協定に従

って管理される輸入品  

3  商工省の規定による自動輸入許可書の適用対象の製品  

4  年間輸入クオータの適用対象の製品（葉巻原料、砂糖、塩および卵）  

5  a. 有毒化学物質およびそれを含有する製品全般、  

b.政令Decree100/2005/ND-CPの付録Iの表2-3に定められている化学製品  

c.工業用前駆物質  

6  火薬類及び産業用火薬類の工業用前駆物質  

7  タバコ原料、タバコ製品、タバコ用巻紙、タバコ生産用の機械設備及びその部品  

出所）JETRO Webサイト 

 

指定の「３．商工省の規定による自動輸入許可書の適用対象の製品」について、食品

や衣料、電気機械など幅広い品目の組み込みが 2010 年に発表されたが、2012 年より

一時的に効力を停止している。また、外資系企業の完成品輸入を妨げる要因として、ベ

トナム国内での事業許可に関する制度が影響する場合が多い。JETROや日本機械輸出

組合は以下のような指摘をしている。 

 

ベトナムの卸売業・小売業に対する外資規制は、WTO 加盟時のサービス分野約束

表に基づいて、2009年 1月以降自由化され、外資 100％出資が可能となっている。 

 

しかし、外資企業にとって障壁は少なからず存在する。まず、外資系企業に対して

自由化されていない取り扱い品目がある。WTO サービス約束表において、卸売業・

小売業の自由化例外品目とされているのは、たばこ、本、新聞、雑誌、ビデオ録画物、

貴金属、医薬品、砂糖などだ。これら品目は、2007 年商工省議定 10 号（10／2007

／QD−BTM）において、流通権が認められない品目として、HSコード 4桁レベルで

指定されている。また、外資企業に輸入権が認められない品目として、たばこ、鉱物

類、雑誌類、コンテンツ媒体、航空機部品などが、HS コード 6 桁レベルで指定され

ている。 

 

また、卸売業・小売業・輸入業ともに、投資証明書に明記された品目以外は扱うこ



 

 

 

24 

とができない。投資証明書への品目追加や事前に多めに申請することは可能だが、申

請の際、窓口である省・市レベルの計画投資局から、品目ごとに関係当局（例えば、

食品であれば農業農村開発局や保健局、家電製品であれば情報通信局など）に諮問さ

れる。実態として、特に輸入業かつ多品目を扱う企業にとって、このような品目申請

の際に手間と時間のかかることが課題となっている。また、外資が輸入業をする場合、

扱う品目が 50 品目（HS コード 4 桁レベル）を超えると認可が下りないのが実態と

いわれている。さらに、特に食品の輸入業の場合には、地場・外資企業ともに適用さ

れる規制ではあるが、初めて輸入する品目の時、パッケージを変更した時、更新時（3

年ごと）に保健省への事前登録が必要となり、品目種類ごとに手数料（輸入の際の輸

入税とは別の手数料）が必要となる。 

 

また一般に、製造業と流通業を行う企業（ベトナム国内で製造した自社製品を流通

させる企業）に比べて、製造業を行わず流通業のみを行う企業（他社製品を流通させ

る企業）の方が、会社設立申請などの際に厳しく審査されるのが実態だ。 

 

出所）JETRO Webサイト 

 

ベトナムは 2007年 1月にWTOに加盟し、2009年以降、WTOコミットメントに

より流通分野において 100％外資法人の設立が可能になる。しかし、流通分野のうち、

ガソリン、医薬品、雑誌、書籍、新聞、DVD、タバコ、米、砂糖、希少金属、原油・

同製品の小売市場については外資に開放せず、特にガソリンの小売市場は、国営企業

による流通支配を継続する。なお、鉄鋼、セメントの流通市場は、WTO 加盟後 3 年

以内に外資に開放される。 

 

ベトナム貿易省は 2007 年 7 月 17 日、外資系企業による商品売買活動及び商品売

買関連活動に関する商法の詳細について述べた 2007 年 2 月 17 日付け政令第 23 号

（Decree No. 23/2007/ND-CP）の施行細則を定めた 2007年通達第 9号（Circular No. 

09/2007/TT-BTM）を公布した。通達第 9号は、外資系企業とともに、外資系企業に

よる商品売買を管理する又は当該商品売買の関連活動に従事する団体又は個人に対

して適用される。同通達に基づき、ベトナムに商品を輸入する資格を有する外資系企

業は輸入禁制品リストに掲載されていない商品であれば輸入することができる。しか

しながら、輸入した商品をベトナム国内で販売する業務に従事することはできない。 

 

出所）日本機械輸出組合 各国・地域の貿易・投資上の問題点と要望 「2014年版」 
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（２）陸上輸送 

海上輸送も陸上輸送も、輸出と輸入の手続きは大差ない。東西経済回廊を活用した陸

上輸送が海上輸送と大きく異なる箇所は、ラオス国内の保税運送が発生することである。

そこで、タイ（ムクダハン）：ラオス（サナバケット）の国境と、ラオス（デンサワン）：

ベトナム（ラオバオ）の国境で必要な手続きを紹介する。 

 

出所）Google Mapより作成 

 

タイ（ムクダハン）では、国境の税関で輸出申請が行われる。 

 

到着前手続き 

項目 主体 概要 

各種書類

の準備 

輸出者 Invoice作成 

Certificate of Originの取得 

検疫許可書の取得 

その他関連資料の作成（Sales Contract 作成や Power of 

Attorney（輸送委任状）など）3 

                                                   
3 初回の輸送では必要であるが、定常的に輸送されており荷主や物流事業者の実績が税関に

認識されている場合は、必ずしも用意する必要はない。 

ムクダハン 

ラオバオ 

デンサワン 
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 物流事業者 Packing Listの作成（倉庫作業を請けている場合） 

トラックWaybillの発行4 

輸出申告 物流事業者5 タイの税関システム「e-Custom」にインボイス情報を登録 

 

到着時手続き 

項目 主体 概要 

X線検査 ドライバー 積み荷を確認するために、X線検査を受ける 

輸出申告 物流事業者 関係書類の提出 

輸出許可 タイ税関 X線検査結果の確認（必要に応じて開扉検査） 

事前申告内容と記載書類の確認 

 

 

図 ムクダハン国境の施設 

 

出所）Google Mapより作成 

 

  

                                                   
4 顧客の要望に応じて発行される。商取引上の書類であり、税関検査とは直接関係がないた

め未発行でも許可が下りる（本実証走行では未発行）。 
5 通常は、物流事業者が通関手続きも受けるが、荷主が独自で通関部署を抱えて対応する場

合もある。 

X 線検査場 

税関 

至 市街 至 ラオス 
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図 X検査の風景とその結果 
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図 検査証明書 

 



 

 

 

29 

 

図 輸出申告書 
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図 インボイスとパッキングリスト 
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図 検疫証明書 
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図 原産地証明書 
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ラオス（サバナケット）では、国境の税関で保税申請が行われる。 

 

到着前手続き 

項目 主体 概要 

各種書類

の準備 

物流事業者 荷主もしくは物流事業者のタイ支店からインボイスやパッ

キングリスト情報を受信 

越境申請書（リクエストレター、保税契約書）を作成 

越境保税運送許可事業者の証明書（登記簿、運送事業許可書、

業界団体加盟書、納税証明書、越境包括契約書）のコピーを

準備 

保税申請 物流事業者 ラオスの通関システム「ASYCUDA」にインボイス情報を

登録 

サバナケット税関に関連書類を提出 

保税運送

審査 

ラオス税関 システム入力内容と書類の事前審査 

 

図 サバナケット国境の施設 

 

 

 

税関 

至 タイ 至 市街 
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図 保税運送許可書 
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到着時手続き 

項目 主体 概要 

書類提出 物流事業者 保税運送申告書（輸出入申告書と同様式）の提出

（ASYCUDA より出力可能） 

X線検査結果（タイ側の結果を流用可能）の提示 

シール手数料の支払い6 

保税運送

許可 

ラオス税関 コンテナのシーリングと証明書の発行 

事前申告内容と記載書類を確認し、許可書を発行（サバナケ

ット税関、荷主、デンサワン税関が各 1部を保管するため計

3部発行） 

越境契約の締結 

現物確認完了書の発行 

 

 

図 シールとその証明書 

 

 

                                                   
6 定価は 3,000 Lao KIP （日本円で約 45円） 
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サバナケットの通関では、物流事業者が資料を用意して税関に提出し、担当官からサ

インをもらう運用がなされている。例えば、シールの証明書は、手数料の領収書に代用

されるものであるが、発行機関である税関はなく物流事業者が作成する慣習となってい

る。 

 

 

図 現物確認完了書 
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図 越境契約書 
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ラオスとベトナム国境ではワンストップサービスが実施されている。ラオス（デンサ

ワン）で従来は実施されていた手続きは、ベトナム（ラオバオ）で実施される。よって、

ベトナム（ラオバオ）国境では、ラオス税関に保税運送の完了を申告し、ベトナム税関

に輸入申告が行われる。 

 

図 ラオバオ国境の施設 

 

 

 

到着時手続き（対ラオス税関） 

項目 主体 概要 

書類提出 ドライバー サバナケット税関で発行された保税運送許可証（デンサワン

宛）を提出 

 

ラオスの税関は、検査場所にあるブースの 1つに入居しており、非常に小規模である。

税関を通過した夕方までで、ブースにある保税運送の手続関係書類は、今回の実証走行

を含めて 3件のみであった。 

 

 

 

検査場所 

至 ラオス 

至 市街 

検疫・通関申告場所 
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図 ブースのイメージ（図は車両越境手続きのブース） 

 

 

国境は、ブースや立派な建物が並んでいるが、厳格で秩序だって管理されているとは

いえない。地元の行商人がリアカーを抱えて、書類手続きなしに国境を通過しているよ

うな風景が散見された。ラオスとベトナムでは物価差があるため、国境をまたいで日帰

りでの商売が成立していると思われる。 
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ベトナムへの輸入通関では、最初に国境で植物検疫を受けたのち、近隣の物流事業者

の事務所に戻って、検疫の承認番号を基に輸入申告を実施するオペレーションとなる。 

 

到着時手続き（対ベトナム税関 第 1段階） 

項目 主体 概要 

書類提出 物流事業者 植物検疫書の係官にタイの植物検疫証明書を提出 

検疫検査 ベトナム農

業農村開発

省 

申請内容を確認し、通関システム「V-NACCS」で審査結果

を登録 

 

図 植物検疫の申請場所 

 

 

電光掲示板には、Single Window と記載があるが、基本的には動植物検疫のブース

と輸入申告のブースがあるだけで、ラオスとベトナムの税関窓口が入居しているわけで

はない。また、実証走行で滞在した数時間に限ると、非常に閑散としていた。上記の通

り、ブースが占める面積は一部で大部分を待合室に割かれているが、待機している人は

見られなかった。 
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図 植物検疫許可書 
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到着時手続き（対ベトナム税関 第 2段階） 

項目 主体 概要 

輸入申告 物流事業者 （事務所作業） 

検疫検査の承認番号を基に、輸入申告を通関システム

「V-NACCS」で行い、インボイス情報を入力し、輸入申告

書を出力 

（国境税関作業） 

輸入申告書を提出 

国境税関で関税や付加価値税の支払い 

コンテナ再輸出の申請 

輸入許可 ベトナム税

関 

通関システム「V-NACCS」で審査状況を確認 

・ Green判定（1.許可）の申告はすでに許可済み 

・ Yellow判定（2.書類審査）は書類審査のみを実施 

・ Red判定（3.税関検査）は現物検査を実施 

Yellowと Redの場合は、申請内容を確認し、通関システム

「V-NACCS」で審査結果を登録 

輸入許可書の発行 

納税証明書の発行 

コンテナ再輸出許可書の発行 
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図 輸入許可書 

 

書類審査 
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図 納税証明書 
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図 コンテナ再輸出許可書 
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２．３新たな物流システムの提案 

 

１）今後期待される事業環境変化 

（１）交通インフラ 

バンコクからハノイへの道路インフラは、東西経済回廊と第 2メコン国際橋を通過し

てダナンを経由するルートと、第 3メコン国際橋を経由してホンリンを経由するルート

の整備が進んでいる。JETROの調査によると、第 3メコン国際橋を使用するルートを

用いると、ラオスのトランジット通関で積み替えが発生することになり、第 2メコン国

際橋を使用するルートと走行時間の差は小さい。 

 

図 陸上輸送の走行ルート（バンコク→ハノイ） 

 

出所）JETRO ASEAN・メコン地域の最新物流・通関事情 

 

そのほか、サバナケットからラオバオを結ぶ鉄道が計画されている（JETRO報道記

事によると 2018年に着工予定）。 

 

（２）貿易手続きの円滑化 

東西経済回廊に関するトラックの相互認証に関しては、タイ＝ラオスおよびラオス＝

ベトナムでの相互認証が進む一方で、三国間の相互認証は完全に実現していない。現状

では、3カ国をまたがる場合、ベトナムのダナンとタイのコンケーンまでは通行が可能

であるが、東西経済回廊の沿線に限定されていることや、ドライバーの心理的な抵抗も

あり、シームレスな通行が難しい。また、登録車両に台数制限が入る。 
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図 相互乗り入れの現状と課題 

 

出所）日本物流団体連合会 ASEAN、インドにおける日系物流企業の海外進出に関わる規制及びインフラ

などの課題の状況 

 

通関手続きに関しては、タイからベトナムに輸出する場合に 4回の手続きが発生する

ことになる。一方で海上輸送の場合は、2回で手続きが完了するため、荷主によっては

手続き面から海上輸送を選択する企業も多い。また、原本手配の都合によって、必要な

書類を受け地に送付する場合は、郵送のリードタイムがボトルネックとなり、陸上輸送

の優位性が発揮できない可能性がある。現在、ワンストップサービスの提供までは実現

しているが窓口の統一（情報連結）はなされていない。今後、手続き関連のシングルウ

インドウが実現すれば、これらの負荷が軽減される。 

 

 

 

 

（３）環境負荷低減 

すでにベトナムの大都市では自家用車の所有が進んだことで渋滞が悪化している。

JICAによるベトナムの交通渋滞に関する状況整理によると、すでにハノイ市内のほと

んどが混雑する交差点である。現状ではオートバイの所有比率が高いものの、自動車の

所有台数も年々増加している。また、大気汚染も広がっており、特に中国や韓国から輸

入された中古トラックは排ガス規制を満たしていない。 
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図 ハノイ市の混雑交差点 

 

出所）JICA（原著：TRAHUD） 

 

２）新システム：クロスボーダー×リーファーコンテナ輸送 

（１）概要 

メコン域内の経済成長に伴う所得増加を見越して、東西経済回廊を活用したリーファ

ーコンテナの円滑かつ迅速な国際輸送を実現し、域内の生鮮食品流通などを促進させる。

タイ＝ベトナム間の貿易だけでなく、中国の華南地方からの輸入も視野に入れる。 

南部経済回廊については、冷凍・冷蔵商品の混載サービスを定期便として商品化を始

めているが、東西経済回廊は依然として当該定期便は提供されていない。 

 

（２）想定メリット 

海上輸送に比べて輸送時間を短くできる。また、荷主のスケジュールに合わせた配車

がしやすいメリットもある。これらの強みを活かして、メコン域内の主要都市をリーフ

ァーコンテナが短時間で運ばれることで、食品加工の流通が期待される。 

 

（３）想定される課題 

JETROの調査結果を踏まえると、バンコクからハノイまでトラックで輸送した場合

でも、約 3.5日の輸送時間がかかるため、非常に鮮度が要求される商材には適していな

い可能性がある。訴求可能な商材をマーケティングする必要がある。 
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また、燃料コストを引き下げるためには、停車中に地上からリーファーコンテナに給

電する設備が整備されている必要がある。 

 

 

３）新システム：クロスボーダー×マルチモーダル輸送 

（１）概要 

ベトナムの大都市では所得の向上に伴い、自家用車の所有比率も高まっている。一方

で道路インフラの整備は進んでおらず、渋滞は拡大の一途をたどっている。路面の整備

も多くの区間で不十分であり、幹線道路と支線の分離も進んでいない。そこで東西経済

回廊とベトナムの南北鉄道をつないで、ベトナムの都市部へは鉄道輸送を利用して荷物

を運ぶ。さらに、鉄道輸送はトラック輸送と比較して環境負荷が低減できるほか、振動

が抑えられる可能性がある。 

タイ政府は鉄道整備や他輸送機関との連携に関わる施策に多くの予算を割り当てて

おり、将来の発展も見込まれる。 

 

（２）想定メリット 

鉄道による大量輸送が可能になると、長距離輸送の場合はコストの低減が期待できる。

また、輸送手段の選択肢が増えることは、緊急時の対応などを考えると歓迎できる。 

 

（３）想定される課題 

ベトナム国鉄は日本のように整備が進んでおらず高速化が遅れている。よって、輸送

時間がトラックよりも伸びてしまう。また、鉄道駅で積み替えが発生するため、衝撃が

かかる可能性がある。また、ベトナム国鉄の貨物列車編成は多くないため、供給に限り

がある。 
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３．実証運行による新たな物流システムの有効性を検証 

 

３．１有効性の検証方法 

（１）実施体制 

 

本実証運行は、以下の役割で実施した。 

 

 

 

ICLは、タイの北東部で事業を展開しており、関連会社が生産しているフルーツを運

ぶ物流子会社である。中国に十数本のコンテナを毎日送っており、マンゴスチンやドリ

アン、ロンケン、ジャックフルーツなどは主な商材である。よって、通関なども自身で

行っている。クロスボーダーの貿易でみると、マーケットシェアが大きい企業である。 

ビジネスの鍵が、冷温輸送である。中国の市況を見ながら輸送中の完熟スピードをコ

ントロールし、市況が有利な場面で商品を投入することで利益を上げている。 

  

荷主（Shipper, Consignee）として 

ICL および関連会社 

通関等 

各種手続き 

日新 

タイ 

実輸送 

実験計画 

日新 

ラオス 

日新 

ベトナム 

調査  

野村総合研究所 
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（２）実施スケジュールと輸送ルート 

①テスト走行 

実証走行を行う前に、道路や通関手続き、計測機器の作動状況などの確認のため、

2015年 1月 28日から 1月 30日まで、3日間かけてバンコク（タイ）～ダナン（ベト

ナム）間でテスト走行を実施した。 

 

表 テスト走行の概要 

 
概要  

実施時期  2015年 1月 28日～30日  

輸送区間  バンコク（タイ）～ダナン（ベトナム）  

荷主  タイ日新  

輸送貨物  梱包材  

 

輸送ルートは、バンコク（タイ）からラオスを通過し、ダナン（ベトナム）までトラ

ック輸送を実施した。 

 

図 テスト走行のルート 

 

 

  

南北経済回廊
東西経済回廊

東部経済回廊
北西経済回廊
南部経済回廊
南部沿岸経済回廊

トラック輸送区間

ラオス

カンボジア

タイ

ベトナム

ミャンマー

昆明

ビエンチャン

ハノイ

ダナン

プノンペン

ホーチミン

バンコク

ヤンゴン

ネピドー

サワナケート

ムクダハン

デンサワン

ラオバオ

モーラミャイン

Start

Goal

タイ

ラオス

ベトナム

バンコク

ムクダハン

サバナケート

デンサワン

ラオバオ

ダナン

集荷

トラック輸送

通関

トラック輸送

通関

トラック輸送

積み下ろし

国 都市／経路 必要作業

東西経済回廊

東西経済回廊

東西経済回廊
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表 テスト走行スケジュール 

日付 時刻 荷役・輸送作業 

1/28 07:00 Bangkok出発 

  移動（15h30m） 

 22:30 Mukdahan到着 

  待機 

1/29 8:30 Thai通関開始 

 9:30 Thai通関終了 

 9:30 Mukdahan発 

  移動 

 9:30 Savannakhet着 

 9:30 Lao通関開始 

 10:00 Lao通関終了 

 10:00 Savannakhet発 

  移動（7h） 

 17:00 Densawan通過 

 17:00 Laobao着 

 17:00 Viet通関開始 

 18:00 Viet通関終了 

  待機 

1/30 09:00 Laobao発 

  移動（8h） 

 17:00 Da Nang着 

 17:30 デバンニング終了 
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②実証走行 

2015年 3月 8日より 3月 13日まで、6日間かけてラヨーン（タイ）～ハノイ（ベト

ナム）間で実証走行を実施した。荷主は、タイの商社 ICLで、東南アジア、南アジア、

アフリカ、ブラジルで果樹などとして栽培されているジャックフルーツを輸送した。 

 

表 実証走行の概要 

 
概要  

実施時期  2015年 3月 8日～13日  

輸送区間  ラヨーン（タイ）～ハノイ（ベトナム）  

荷主  ICL  

輸送貨物  ジャックフルーツ 

輸送量 250 Cartons（5,000kg） 

 

図 輸送貨物の Jack Fruits 

 

 

輸送ルートは、ラヨーン（タイ）からラオスを通過し、ダナン（ベトナム）までは、

トラック輸送を実施し、ダナン～ハノイ（ベトナム）までは鉄道輸送を実施した。 
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実証運行ルート 
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表 実証走行スケジュール 

日付 時刻 荷役・輸送作業 

3/8 15:00 バンニング開始 

 16:00 バンニング終了 

 16:30 Rayong出発 

  移動（18h15m） 

3/9 10:45 Mukdahan着 

 10:45 Thai通関開始 

 13:45 Thai通関終了 

 13:45 Mukdahan発 

  移動 

 13:45 Savannakhet着 

 13:45 Lao通関開始 

 14:45 Lao通関終了 

  待機 

3/10 06:15 Savannakhet発 

  移動（6h45m） 

 13:00 Densawan通過 

 13:00 Laobao着 

 13:00 Lao / Viet通関開始 

 17:00 Lao / Viet通関終了 

 17:00 Laobao発 

  移動（8h10m） 

3/11 01:10 Da Nang着 

  待機 

 11:50 積替開始 

 12:00 積替終了 

 16:00 Da Nang発 

  移動（52h） 

3/13 20:00 Yen Vien着 

 20:10 積替開始 

 20:15 積替終了 

 20:30 デバンニング終了 
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３．２実証運行の記録 

新たな物流システムの有効性を検証するために、輸送品質、輸送コスト、リードタイ

ム、環境負荷の 4つの視点で実証運行の結果を整理した。 

 

輸送品質に関しては、輸送中の温度や振動を計測し、品質を確認する。市販の輸送環

境記録計を活用することで、全輸送ルートの振動・温度・緯度経度を把握でき、貨物に

対する損傷要因の有無を確認することが可能である。振動・温度・緯度経度情報につい

ては、UPR社の「World Keeper」を使用した。 

 

図 UPR社「World Keeper」 

 

出所）UPR社 HP 
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また、バックアップとして、衝撃および温度計測できる G-MEN社の「G-MEN DR20」

を設置した。緯度・経度情報については、Mobile Action Technology 社の「i-Got U 

GT-600」を使用した。 

 

図 G-MEN社「G-MEN DR20」 

 

出所）G-MEN社 HP 

 

図 Mobile Action Technology社「i-Got U GT-600」 

 

出所）Mobile Action Technology社 HP 
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輸送コストに関しては、今回の実証運行のコストを積算しても実際の商品レートと大

きく乖離するため、ヒアリングをベースに定性的な評価とした。荷主が支払う運賃は、

他の輸送機関との競合や繁閑波動に伴う需給バランスの変化を受けるため、今回の実証

運行（1回のみ）で発生した費用を基準に比較することは妥当でない。 

 

リードタイムに関しては、積荷時や通関、貨物の積み替え時など主要ポイントの通過

時間や通関手続きでの待ち時間等を記録することで計測を行った。 

 

環境負荷に関しては、トラックや鉄道における CO2排出量の原単位を用いて走行距

離より算出した。 

 

表 計測を行った項目及び場所 

国 都市／経路  時間  距離  温度  振動  緯度経度  

タイ バンコクラヨー

ン  

● ●    

東西経済回廊       

ムクダハン  ● ●    

ラオス サバナケート  ● ●    

東西経済回廊       

デンサワン  ● ●    

ベトナム ラオバオ ● ●    

東西経済回廊       

ダナン  ● ●    

南北鉄道       

ハノイ  ● ●    

※●については到着時間と出発時間を計測 

 

また、各計測機器の設置場所については、UPR社「World Keeper」は最も衝撃を受

けやすい後軸上のコンテナ床面に設置、G-MEN 社「G-MEN DR20」は次に衝撃を受

けやすいコンテナ中央の床面に設置、Mobile Action Technology社「i-Got U GT-600」

は GPS電波を受信できるようコンテナ外の後部に取り付けた。 

  

全輸送ルートで常時計測 
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図 計測機器の取り付け場所 

 

 

 

表 計測機器の取り付け場所の概要 

 名称 計測情報 備考 

振動 位置 温度 湿度 

① World Keeper ● ● ● ● 後軸上のコンテナ床面に設置 

② G-MEN DR20 ○  ○ ○ コンテナ中央の床面に設置 

③ GT-600   ○   コンテナ外の後部に設置 

※バックアップのために同じ情報項目を複数のセンサーで取得しているが、分析は●のみ

を実施。 

 

  

12 3
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３．３新たな物流システムの輸送サービス評価 

（１）リードタイム 

本実証走行において、出発地のラヨーンから到着地のハノイまでの約 2,030km の道

のりを 2015年 3月 8日 16時 30分から 3月 13日 20時 00分までの 123時間 30分か

けて走行した。 

このうち、ラオス・サバナケットでの宿泊やベトナム・ダナンでの鉄道の待ち時間な

どの待機時間が約 30 時間含まれている。ラオス・サバナケットでの宿泊は、通関の開

庁時間が限られるため必要な宿泊であり、ベトナム・ダナンでの鉄道の待ち時間は通関

の開庁時間と鉄道の運行頻度が限られ、さらに前日に鉄道事故があり運行スケジュール

が乱れていたため発生した待ち時間である。 

実際に輸送を行った時間や、通関にかかった時間は約 93時間である。仮に通関の 24

時間開庁が実現し、鉄道の運行スケジュールに合わせた輸送が実現できれば、現状の輸

送速度や通関の処理速度でも、実証走行時の約 75%の時間での輸送が可能である。 

 

図 実証走行のリードタイム 

 

 

表 作業別所要時間 

 所要時間 

移動 85時間 10分 

通関 8時間 00分 

待機 30時間 20分 

合計 123時間 30分 

 

区間別に輸送中の平均速度をみると、トラック輸送については、ラヨーン-ムクダハ

3/8 3/9 3/10 3/11 3/12 3/13

区間
所要時間

（除：待機時間）
3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21

ラヨーン ムクダハン 18時間15分

ムクダハン通関 3時間00分

サバナケット通関 1時間00分

サバナケット ラオバオ 6時間45分

ラオバオ通関 4時間00分

ラオバオ ダナン 8時間10分

ダナン ハノイ 52時間00分

移動

通関

待機
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ン間のタイ国内が 41.5km/h、サバナケット-ラオバオ間のラオス国内が 34.2km/h、ラ

オバオ-ダナン間のベトナム国内が 32.7km/hであった。タイ国内と比較して、ラオス国

内とベトナム国内のトラック輸送の平均速度は 10km/h程度遅い速度となった。 

一方で、鉄道輸送については、ダナン-ハノイ間で 15.2km/h であり、トラック輸送

と比較して半分程度の平均速度でしか運行できていないことが分かった。原因として考

えられることは、線路のメンテナンスが行き届いていないため走行環境が悪く速度を上

げられない点、ベトナム国内の鉄道は単線のためすれ違いの際に待ち時間が発生してし

まう点、旅客鉄道と線路が共用で旅客鉄道優先であるため待ち時間が発生してしまう可

能性がある点、2015年 3月 10日の夜にクアンチ省（フエとドンハイの間）で鉄道とト

ラックの衝突事故があり運行ダイヤが乱れていた点などが挙げられる。 

 

表 区間別平均速度 

輸送手段 出発時間 到着時間 所要時間 区間 
距離 

（km） 

平均速度 

（km/h） 

トラック 3/8 16:30 3/9 10:45 18 時間 15 分 ラヨーン ムクダハン 758 41.5 

トラック 3/10 06:15 3/10 13:00 6時間 45分 サバナケット ラオバオ 231.0 34.2 

トラック 3/10 17:00 3/11 01:10 8 時間 10 分 ラオバオ ダナン 267.0 32.7 

鉄道 3/11 16:00 3/13 20:00 52 時間 00 分 ダナン ハノイ 791.0 15.2 

 

鉄道輸送の区間別平均速度の内訳をみると、ダナン-フエ間の平均速度は 5.3km/hと

著しく低い水準にあった。鉄道事故の影響で運行ダイヤが乱れていたことが原因である

と考えられる。また、ビンソン-エンヴィエン間が 16.2km/hと次に低い水準にあり、ハ

ノイ市内は通勤時間帯に市街地を鉄道が走行できないため、迂回が必要であったことが

原因であると考えられる。鉄道輸送の平均速度の推移をみると、最高速度は 53.5km/h

となっており、40km/h以上で輸送している時間も多く存在するが、停止している時間

も同様に多く存在し、平均速度が 15.2km/hと低水準になっている。 

 

表 鉄道輸送の区間別平均速度内訳 

輸送手段 出発時間 到着時間 所要時間 区間 
距離 

（km） 

平均速度 

（km/h） 

鉄道 3/11 16:00 3/12 9:00 17 時間 00 分 Da Nang Hue 90 5.3 

鉄道 3/12 09:00 3/12 16:30 7 時間 30 分 Hue Dong hai 176 23.5 

鉄道 3/12 16:30 3/13 04:00 11 時間 30 分 Dong hai Vinh 193 16.8 

鉄道 3/13 04:00 3/13 10:30 6 時間 30 分 Vinh Bim Son 178 27.4 

鉄道 3/13 10:30 3/13 20:00 9 時間 30 分 Bim Son Yen Vien 154 16.2 

鉄道 3/11 16:00 3/13 20:00 52 時間 00 分 Da Nang Yen Vien 791 15.2 
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図 鉄道輸送の区間別平均速度内訳 

 

 

表 鉄道輸送の平均速度推移7 

 

                                                   
7 計測した緯度経度情報を距離に換算し、5分毎の平均速度を算出した。緯度経度情報から

距離を算出する際に国土地理院の HP

（http://vldb.gsi.go.jp/sokuchi/surveycalc/surveycalc/bl2stf.html）を活用した。 
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（参考）2015年 3月 10日に発生した鉄道事故 

 

出所）Viet Nam News 
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（２）輸送品質（温度） 

実証走行では、リーファーコンテナ内の温度を 11~13℃に設定し、輸送を行った。リ

ーファーコンテナは、定期的に霜取りを行う必要があるため、数時間～10 数時間に一

度の頻度で 1時間程度電源を切り、再起稼働させる必要がある。そのため、数時間に一

度温度が上昇している。それ以外については、輸送開始時から終了時まで安定した温度

が維持されている。 

 

リーファーコンテナ内の温度推移
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リーファーコンテナの輸送開始時の温度 

（左数字：設定温度、右数字：コンテナ内温度）

 

 

図 リーファーコンテナの輸送終了時の温度 

（左数字：設定温度、右数字：コンテナ内温度） 
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（３）輸送品質（振動） 

実証走行においては、ラヨーン～ムクダハン間のタイ国内のトラック輸送、サバナケ

ット～デンサワン間のラオス国内のトラック輸送、ラオバオ～ダナン間のベトナム国内

のトラック輸送においては、それぞれ 10G を超える大きな衝撃を受けることが数回あ

った。一方で、ダナン～ハノイ間の鉄道輸送においては、5G を超える衝撃を受けるこ

とがなく、鉄道が安定した品質で輸送できることが証明された。 

 

図 輸送中の振動推移 

 

 

各区間で受けた衝撃の平均値については、トラック輸送ではタイ国内が 2.1Gとラオ

スやベトナムと比較して、低い結果となっており、路面が比較的整備されていることが

分かる。鉄道輸送は、平均 1.0Gとトラック輸送の半分以下の値となっており、輸送品

質が安定している。 

また、各区間で受けた衝撃の最大値については、トラック輸送ではラオス国内で

32.1Gと大きな衝撃を受けている。タイ国内やベトナム国内でも 15~20Gの大きな衝撃

を受けてしまう個所が残されていることが分かる。一方、鉄道貨物については、最大衝

撃が 4.6Gとトラックと比較して小さい衝撃となっている。 
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表 国別輸送機関別の衝撃 

  区間 
距離 

（km） 

平均衝撃 

（G） 

最大衝撃 

（G） 

10G 以上 

計測回数

（回） 

トラック(タイ) ラヨーン ムクダハン 758 2.1 21.5 4 

トラック(ラオス) サバナケット デンサワン 231 2.4 32.1 5 

トラック(ベトナム) ラオバオ ダナン 267 2.7 15.5 5 

鉄道(ベトナム) ダナン ハノイ 791 1.0 4.6 0 

 

 

①タイ国内の道路状況について 

タイ国内の道路は、基本的にすべての路面が舗装されており、走行に支障はなかった。

一部、工事中により一部路面のアスファルトが剥がされている個所があり、304号線や

2号線、23号線において、10Gを超える衝撃を受ける個所があった。本実証走行では、

タイ国内の輸送時間のほとんどが夜間であったため、走行中に路面が整っていない場所

の発見が遅れてしまったことが原因であると考えられる。 

 

表 タイ国内の道路について 

国 道路 
距離

（km） 

衝撃 

（平均値） 

衝撃 

（最大値） 

10G 以上

回数 

タイ 

 

トラック(344 号線) 73.3 2.0 9.4 0.0 

トラック(311 号線) 76.9 2.2 6.2 0.0 

トラック(304 号線) 195.0 2.1 21.5 1.0 

トラック(2 号線) 136.0 2.8 19.4 2.0 

トラック(23 号線) 123.0 1.5 14.7 1.0 

トラック(2044 号線) 43.9 2.0 4.3 0.0 

トラック(2046 号線) 21.5 2.0 4.9 0.0 

トラック(2042 号線) 88.4 2.2 8.2 0.0 
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図 タイ国内の走行ルート 

 

出所）Google Map 

 

図 タイ国内の道路（2号線） 
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②ラオス国内の道路状況について 

ラオス国内の道路は、タイ国境（サバナケット）付近やベトナム国境（デンサワン）

付近は、ほとんどの道路が舗装済みであり、走行に支障はなかった。しかし、各所に路

面の陥没やひびなどがあり走行に大きな支障をきたした。また、9号線のラオス国内中

央付近の一部は、補修工事のために路面のアスファルトがはがされている個所があり、

走行に支障をきたした。テスト走行時と比較して、実証走行時は道路の舗装工事が一部

で進捗し、舗装された道路が増えていたため、ラオス国内の走行時間が 7 時間から 6

時間 45分に 15分短縮した。舗装工事が進めば、さらなる時間短縮が見込まれる。 

 

表 ラオス国内の道路について 

国 道路 
距離

（km） 

衝撃 

（平均値） 

衝撃 

（最大値） 
10G 以上回数 

ラオス トラック(9 号線) 231.0 2.4 32.1 5.0 

 

 

図 ラオス国内の走行ルート 

 

出所）Google Map 

 

9号線では多くの場所で舗装工事が行われているため、新しく舗装された道路は路面

が整っており、走行しやすい。 
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図 ラオス国内の舗装された道路（9号線） 

 

 

舗装工事が行われている個所は、片側もしくは両側の車線のアスファルトが剥がされ

ており、走行に大きな支障をきたした。 

 

図 ラオス国内の舗装工事中の道路（9号線） 
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図 ラオス国内の舗装工事中の道路（9号線） 

 

 

ラオス国内のほとんどの道路が、舗装済みもしくは舗装工事中であったが、一部路面

が陥没している個所やひびが入っている個所があり、走行に大きな支障をきたした。 

補修工事を実施している建設会社（日新ベトナムよりヒアリング）によると道路の痛

み具合から過積載による損傷が原因とみられ、この結果、補修が通常よりも頻繁に実施

することとなる。現在の状況では、①過積載の排除、②道路の強化のいずれかを実施し

ないと必要以上の補修が必要となる。なお、舗装済の道路は快適に走行可能となってい

る。 
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図 ラオス国内の陥没した道路（9号線） 

 

 

 

③ベトナム国内の道路状況について 

タイと同様に、ほとんどの路面が整備されており、走行に支障はなかった。AH1 号

線の一部区間において、2車線道路への拡張工事を実施している個所や補修工事中の個

所があったため、10G を超える衝撃を受ける個所が 4 個所あった。ベトナム国内のト

ラック輸送時間のほとんどが夜間であったため、走行中に路面が整っていない場所の発

見が遅れてしまったことが原因であると考えられる。 

 

表 ベトナム国内の道路について 

国 道路 距離（km） 
衝撃 

（平均値） 

衝撃 

（最大値） 

10G 以上 

回数 

ベトナム トラック（9 号線） 83.7 2.3 11.2 1.0 

  トラック（AH1 号線） 183.3 2.8 15.5 4.0 
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図 ベトナム国内の走行ルート 

 

出所）Google Map 

 

9号線は、ほとんどすべての道路で路面が整っており、走行しやすい。 

 

図 ベトナム国内の道路（9号線） 
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AH1 号線は、一部車線の拡張工事や路面の補修工事を行っており、路面が剥がされ

ている個所が複数個所ある。 

 

図 ベトナム国内の道路（AH1号線） 

 

 

④ベトナム国内の鉄道について 

ベトナム国内の線路は、輸送中に 5G以上の衝撃を受けることがなく、路線が整った

状況にある。しかしながら、先述の輸送中の平均速度は、ダナン-ハノイ間で 15.2km/h

であり、トラック輸送と比較して半分程度の平均速度でしか運行できていないため、衝

撃が過小に評価されている可能性がある。速度が出ない原因として考えられることは、

線路のメンテナンスが行き届いていないため走行環境が悪く速度を上げられない点や、

ベトナム国内の鉄道は単線のためすれ違いの際に待ち時間が発生してしまう点、旅客鉄

道と線路が共用で旅客鉄道優先であるため待ち時間が発生してしまう可能性がある点、

実証走行前日に事故があり運行ダイヤが乱れていた点などが挙げられる。 

 

表 ベトナム国内の鉄道の状況について 

国 道路 距離（km） 
衝撃 

（平均値） 

衝撃 

（最大値） 

10G 以上

回数 

ベトナム 鉄道(ベトナム) 791.0 1.0 4.6 0.0 
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図 ベトナム国内の鉄道輸送ルート 

 

出所）Google Map 

 

ダナン駅においては、クレーン車によりトラックから鉄道への貨物の積み替えが行わ

れている。なお、貨物の積み替え時に 5Gを超える大きな衝撃は検知されなかった。 
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図 ダナン駅（ベトナム）での貨物の積み替え 

 

 

Yen Vien駅（ハノイ・ベトナム）ではトップリフターによる貨物の積み替えが行わ

れている。なお、貨物の積み替え時に 5Gを超える大きな衝撃は検知されなかった。 

 

図 Yen Vien駅（ハノイ・ベトナム）での貨物の積み替え 
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（４）輸送コスト 

日系物流企業へのヒアリングにより、海上輸送を組み込んだ場合の輸送コストはバン

コクからハノイまでで約 1,950ドルであるのに対して、全てトラックで輸送した場合は

約 3,000ドルである。本実証走行では、長距離輸送になるほど料金が低減する鉄道を組

み合わせることで、全てをトラックで運んだ場合よりもコストを引き下げることを狙っ

たが、現状では全てをトラックで輸送した場合よりも割高になる。リーファーコンテナ

はドライコンテナと比較して海上輸送とトラック輸送で運賃差が小さい。これらの水準

と比較して、実証走行から試算した鉄道を組み合わせた費用は約 2倍差がある。 

 

ベトナム国鉄は旅客優先で鉄道ダイヤを組んでおり、現状では荷主のニーズがあった

としても貨物列車の供給量が十分ではない。ベトナム国鉄は貨物列車を数多く走らせて

いるわけではなく、編成も長くできないので、利用ニーズに対して供給量が限られるこ

とから値引きなどが引き出しにくい。また、ベトナム国鉄は、ハノイ＝ホーチミンの南

北輸送の荷量が最も集まりやすいと認識している。その中で、ベトナム中部発着の運賃

が今後、引き下がることは想定しにくい。 

 

供給量を増やすには、ベトナム国鉄による線路容量を引き上げる投資が求められる。

仮に、線路容量のボトルネックが都市部への引き込み線にあるならば、バイパス線の設

置も有効である。また、日本のように貨物ターミナルを郊外に移して、効率化を図るこ

とも期待できる。鉄道事業者が適切な投資を継続することで、供給拡大や原価低減を図

り、鉄道輸送のサービス力を高めることで、結果として荷量が増えて収益が増加する、

この正のスパイラルを構築することが期待される。 

 

また、今回の調査結果では、鉄道輸送で 45ft ハイキューブのリーファーコンテナを

輸送するために特別な作業を実施しており、その分のコストアップも生じている。これ

らは、将来的に荷量が拡大してインフラ整備が進めば解消・軽減する問題ではあるが、

以下にその要因を示す。 

 

 税関や鉄道駅でリーファーコンテナの給電をできる地上施設がない。よって、常

に発電機を回す必要があり、燃料費用がかかる。 

 貨物鉄道に連結する電源車は、1両で 5 個 15 本ののリーファーコンテナまで給

電できる。言い換えると、荷量が少ない場合は割高なコンテナ費用が価格に転嫁

される。 

 荷量が往復で確保できない場合は、電源車や 45ft コンテナの低床ワゴン車を事

前に回送する費用がかさむ。 

 ターミナルでの積み替えが発生するため、その費用がかかる。 
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現状のベトナム国鉄の貨物列車では、海上コンテナの輸送は一部であり、ダナン駅の

貨物列車は有蓋車・無蓋車が多かった。今後、日本のように物流が近代化してコンテナ

輸送が主流になれば、ターミナル設備の投資は可能になる。 

 

図 ダナン駅の有蓋車・無蓋車 

 

 

 

（５）環境負荷低減 

環境負荷低減については、トラックや鉄道における CO2排出量を走行距離より算出

する。現地のトラックや鉄道の CO2 排出量が不明なため、日本における貨物車（営業

用）と貨物鉄道が 1トンの荷物を 1ｋｍ運ぶ際に排出される二酸化炭素量をベースに鉄

道貨物とトラック輸送のマルチモーダルの際の CO2削減量を算出した。 

 

図 輸送機関別の CO2排出量原単位 
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出所）国土交通省 HP（http://www.mlit.go.jp/tetudo/tetudo_tk2_000016.html） 

 

実証走行で輸送した貨物は、総重量約 5t トンであったため、国土交通省が公表して

いるトラック輸送および鉄道輸送の CO2排出量原単位を用いて算出した。 

ケース 1として、本実証実験と同様に一部区間で鉄道輸送を用いるマルチモーダルの

場合の CO2 排出量を算出した。ケース 2 として、鉄道輸送は用いず、全行程をトラッ

ク輸送した場合の CO2 排出量を試算した。2 ケースを比較すると、ケース 1 は約 1.4

トンの CO2 排出量に対し、ケース 2 は約 2.1 トンと、1.5 倍程度の CO2 排出があり、

鉄道輸送を用いることにより環境負荷を大きく低減できる。 

 

表 ケース 1 一部（ダナン～ハノイ間）鉄道輸送した場合の CO2排出量 

  区間 

CO2 排

出量原

単位

（g-CO2/

トンキロ） 

距離 

（km） 

貨物重

量 

（トン） 

CO2 排

出量 

（kg-CO2

） 

トラック(タイ) ラヨーン ムクダハン 205 758 5 777 

トラック(ラオス) サバナケット デンサワン 205 231 5 237 

トラック(ベトナム) ラオバオ ダナン 205 267 5 274 

鉄道(ベトナム) ダナン ハノイ 25 791 5 99 

合計 ラヨーン ハノイ  
 

 1,386 
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表 ケース 2 全行程トラック輸送した場合の CO2排出量 

  区間 

CO2 排

出量原

単位

（g-CO2/

トンキロ） 

距離 

（km） 

貨物重

量 

（トン） 

CO2 排

出量 

（kg-CO2

） 

トラック(タイ) ラヨーン ムクダハン 205 758 5 777 

トラック(ラオス) サバナケット デンサワン 205 231 5 237 

トラック(ベトナム) ラオバオ ダナン 205 267 5 274 

トラック(ベトナム) ダナン ハノイ 205 791 5 811 

合計 ラヨーン ハノイ  
 

 2,098 
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４．新たな物流システムのユーザーニーズ 

４．１新たな物流システムの優位性 

今回の実証走行の結果を踏まえると、東西経済回廊を利用したタイとベトナム間の陸

上輸送は、現状環境下では優位性を確立しがたい。ただし、ASEAN域内の経済統合な

どが進めば商品化の可能性が見えてくる。 

 

表 バンコクからハノイへのサービス水準比較（現行） 

 海上輸送 トラック輸送 トラック＋鉄道輸送 

リード

タイム 

△直行便で最短 3 日だが

経由便では 10日 

（CY⇔CYの時間であ

り倉庫へ移動や CY カ

ットオフの時間を別途

考慮する必要有り） 

○所要日数は約 3.5日 △鉄道ダイヤとの接続も

あり、全てトラックで

輸送した場合に、さら

に 2日が追加 

 

輸送 

品質 

△ガントリーによる衝撃

が懸念 

○路面に配慮した運転で

振動抑制 

 

○駅での積替でも振動は

軽微 

 

輸送 

コスト 

○大量輸送が可能で非常

に安価となるが。リー

ファーコンテナ対応費

用がかかることでトラ

ック輸送とのは大きく

ない（約 42,000ドル） 

△×ドライバーの拘束が

長く、リーファーコン

テナの発電機を装備し

たトレーラーを確保す

るため高くなるも長く

高い （約 43,8000ド

ル） 

×駅などのインフラが不

十分なことに加えて、

鉄道に電源供給車両を

連結するため鉄道運賃

が割高なため、トラッ

クより高い（約 9,800

ドル） 

 

 

 

表 陸上輸送（トラック・鉄道）の優位性（対 海上輸送） 

 内容 優位性 

現行 将来 

リード

タイム 

ベトナム国鉄で発生した事故の影響が無く、スケジュール通りに届

いていたとしても 5日を越える。一方で、海上輸送の場合は、直行

便を利用した場合に最短3日で済むものの前後のCYカットオフ期

限を考慮すると、リードタイムはさらにかかる。 

△ △ 
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現状では、レムチャバン港からハイフォン港への直行便は、頻度が

少ない。荷主の出荷日によっては、経由便を使うことの方が多いだ

ろう。その場合はトラック＋鉄道輸送の優位性がでる。ただし、今

後の荷量拡大でコンテナ船の直行便が増えれば優位性はゆらぐ。 

○ △ 

現状では、直行便を用いた海上輸送とトラック＋鉄道輸送でリード

タイムの差は大きくないが、メコン域内での貿易円滑化が進み、通

関情報の共有化が実現できれば、EUのように通関手続き無く国境

を通過できる可能性もある。その場合は、国境をまたぐトラック輸

送の時間を短縮でき、競争力がを発揮できる。 

－ ○ 

現状の日系企業の生産工場は、バンコク南部やアユタヤに集中して

おりレムチャバン港に近いが、将来、メコン全域を踏まえて配送拠

点がラオス国境付近に設けられた場合は、トラック輸送の移動距離

が縮まりリードタイムが優位になる。 

× △ 

輸送 

品質 

ガントリークレーンを使用する海上輸送と比較して、陸上輸送は衝

撃を抑えることができる。現状の東西経済回廊の路面でも、輸送中

の衝撃は軽微であり、優位性がある。また、鉄道への積み替えでも

衝撃は軽微である。 

○ ○ 

輸送 

コスト 

海上輸送は運送ロットが大きいため、運賃は非常に安価である。た

だし、リーファーコンテナの場合は CYや船内で電源費用が発生す

るため、陸上輸送との差は縮まる。 

トラック運賃は、経済交流が活性化して、片荷問題が解消すればト

ラック＋鉄道輸送の運賃は多少の低下が見込まれるが、そもそも供

給拡大の見込みが無く鉄道運賃の値下げが見通せない。さらに、ド

ライバーの最低賃金の引き上げが相次ぐ中で下げ幅は限られる。コ

スト高は避けられない。鉄道運賃が割高な背景には、貨物列車の運

賃レートが安くないことに加えて、リーファーコンテナへ給電する

電源車の連結費用が積み増される。今後、利用量が増えれば 1コン

テナあたりの電源車負担コストが低減したり、往復の貨物を集める

ことで回送コストを引き下げることが可能である。 

× △× 

港湾コンテナターミナルと異なり、トラックが通過する税関の保税

蔵置所や鉄道貨物ターミナルにはリーファーコンテナを給電する

設備がない。よって、常に発電機を動かす必要があり、燃料代がか

さむ。ただし、これらは荷量が増えて各拠点が整備されれば解決可

能である。 

× △ 
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表 トラック・鉄道輸送の優位性（対トラック輸送） 

 内容 優位性 

現行 将来 

リード

タイム 

すべてトラックで輸送した場合は、約 3.5日で済む。一方で、ベト

ナム国鉄で発生した事故の影響が無く、スケジュール通りに届いて

いたとしても、一部をトラックから鉄道に切り替えた場合は、余分

に 2日かかる。 

ボトルネックはベトナム国鉄の速度になるが、メーターゲージによ

る高速化の限界もあり、線路の整備状況も良くない。さらに、単線

かつ旅客輸送が優先されることで貨物輸送の高速化は困難である。 

速度向上には鉄道の抜本的な投資が必要であるが超長期的な課題

となる。 

× × 

線路容量の限界もあり、日本のように複数の編成が運行されておら

ず、荷主は週に数便ある貨物鉄道のスケジュールに合わせた輸送計

画を用意する必要がある。 

× × 

輸送 

品質 

鉄道輸送の低振動性が検証されたが、ジェトロが実施したトラック

輸送の振動結果も良好であり、商品力としてアピールできる優位性

とまでは言い難い。 

－ － 

輸送 

コスト 

本来であれば、輸送距離が長くなれば長くなるほど鉄道輸送は優位

性を発揮するはずである。日本の場合は、600km を境に鉄道輸送

とトラック輸送の費用が逆転すると言われる。ダナン＝ハノイはお

よそ 800kmであり、優位性を発揮できる環境にある。 

しかしながら、現状では全てをトラック輸送で担った方が運賃は安

い。リードタイムの項目で言及したように、貨物鉄道の容量は限定

的であり、かつ、国鉄による運行で市場原理が働きにくい。 

× × 

海上輸送との比較で言及したように、リーファーコンテナを輸送す

る場合は、電源車を連結する必要がある。これは 15つ本のコンテ

ナまで給電が可能であるが、今回の実証走行のように小ロットの場

合には荷主が許容できない金額が転嫁されることになる。ただし

が、将来に荷量が増加すれば解消軽減されるする。 

× △ 

 

現状では、バンコクからハノイまでの輸送について、陸上輸送（トラック＋鉄道）の

優位性は発揮しにくい。それは、価格に対してリードタイムが大きく縮まらないためで

ある。陸上輸送（トラック＋鉄道）はコンテナ船の経由便よりリードタイムが短いもの

の、荷主がコンテナ船の直行便に合わせて出荷スケジュールを組んだ場合は、差が出な

い。しかしながら、継続的な道路・鉄道インフラの整備や貿易手続きの簡素化に取り組
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んでいけば、現状よりも陸上輸送のリードタイムを短くすることができ、商品力を高め

ることができる。 

 

ただし、それらのサービス水準に見合った商材を発掘するマーケティングが必要にな

る。現状では、バンコクからハノイまで約 1,500km であり、この距離は東京～鹿児島

よりも長く途中に中核都市がない。バンコクおよびハノイで一定の荷量を有する荷主は、

これだけ距離が離れていると各拠点で DC 倉庫を所有するのが一般的である。例えば、

製造業の調達であれば、海上コンテナでまとまった荷量を安価に輸送し、工場そばの倉

庫で一時保管した方が物流コストを引き下げることができる。 

 

輸送費よりも保管費用や在庫費用がかさむ場合や、輸送ロットが小さい場合は、迅速

な長距離輸送が訴求できる余地がある。例えば、需要変動が大きく発注から納品までの

タイミングが短い、かつ、商品の品質保持期間も短い、食品小売店への納品が考えられ

る。 

 

図 陸上輸送（トラック・鉄道）と海上輸送の商品力の比較 

 

 

本事業を通じて、東西経済回廊とベトナム国鉄を組み合わせた輸送が可能であり、輸

送品質が担保されることが検証できた。この結果は、現地に進出する日系企業のサプラ

イチェーンに多様な選択肢を提供することが可能である。 

 

ただし、現状ではベトナム鉄道を使ったリーファーコンテナののサービスレベルが低

く運賃が割高でありな傾向が続く限り、定常的な輸送サービスとして商品化を図ること

価格 

リードタイム 

低 高 

短 

長 

海上 

輸送 

陸上 

輸送 

 

インフラ整備と 

手続きの簡素化で実現 
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は困難であると言わざるを得ない。ただし、荷量が増えてくれば税関や鉄道駅の給電環

境を整えることができ、さらに電源車の費用負担も軽減されることから、鉄道を組み合

わせた場合の運賃は、トラックのみと比較して、2~3 割高に縮まると想定される。

ASEAN地域も環境負荷低減に向けた取り組みを目指していることから、荷主が許容で

きる範囲に費用が抑えられれば、鉄道輸送の特徴である低い環境負荷が支持されること

も想定される。 

 

さらに、緊急時のバックアップとして位置づけることはできるだろう。タイではトラ

ックドライバーの不足が指摘されており、ベトナムでも昨年に過積載に対する検問が強

化されたことで積載率が適正化しトラックが不足したことがあった。また、道路の事故

や冠水による渋滞の懸念や、北米で定期的に発生する港湾ストがメコン地域で今後起き

ないとは限らない。現状の制度でも、CBTAにより東西経済回廊の沿線であればタイお

よびベトナムの車両が相互に通行できる。現時点では、この制度は普及していないが、

今後の利用拡大が期待されている。ベトナム側のゲートウェイをダナンに設定して鉄道

に接続させることで、タイ・ラオス・ベトナムのトラックリソースを融通し合うことも

検討できるようになる。 

 

図 トラック・鉄道輸送とトラック輸送の商品力の比較 

 

  

価格 

リードタイム 

低 高 

短 

長 

トラック

のみ 

トラック 

＋鉄道 

価格を抑えるか、 

リードタイムを短くしなければ、 

優位性を確立できない 
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４．２タイおよびベトナムに進出する日系荷主からの評価 

（１）輸送機器メーカーA社 

生産活動 ・ ベトナム（ハノイ）やタイ（バンコク）の周辺に工場を有しており、

輸送機器を製造している。 

・ 商品の特性上、国別で嗜好が異なるため、ラインアップを分けてい

ることから、生産拠点が分散している。 

メコン域内

の輸送実績 

・ 第 3友好橋を経由して途中から東西回廊に接続し、陸上輸送でハノ

イの工場からタイ市場に完成品を提供している。 

・ 国別に工場があるので、原則は国内に閉じた物流ネットワークを構

築しているが、タイ市場の供給不足を補うために、ベトナムからの

供給も 3年前から開始した。 

・ また、部品調達についてはシンガポールで物流は一括管理している

（受発注業務はタイでとりまとめている）。 

上記輸送の

評価 

【良い点】 

・ 海上輸送より輸送費が高いが、国内輸送と同じトラック輸送なの

で、海上コンテナのバンニング機能を工場のラインに設置する必要

がなく、投資を抑制することができた。 

・ 振動が小さいため、梱包を簡素化できる（梱包材が減らせることで

積載率が向上すると共に、部材費用の削減につながる）。 

・ リードタイムが短いので、タイ国内の在庫を減らすことができ、在

庫コストを圧縮することができる。 

【悪い点】 

・ 利用開始の当初は海上輸送と比較してばらつきがあったが、梱包の

ノウハウが蓄積されてきたので、輸送品質面の不満はない（道路イ

ンフラも整備が進んでいる）。 

・ リードタイムは、店頭に一定の在庫を持たせているので、1-2 日レ

ベルの納期短縮は影響がない。むしろ、定時制の厳守の方が必要で

ある。 

・ 関税の自由化にむけたスケジュールがわかりにくい（HS コードで

の検索が必要になる）。 

・ 調達物流の輸送手配は、ASEAN 域内をシンガポールで一括管理し

ているが、実際には国境があるので手続きコストは都度発生する。

EU のようなシンガポール通関後は内貨にできると業務負荷がかな

り軽減される。 

新システム

へのニーズ 

・ クロスボーダー×マルチモーダル輸送 については一定のニーズ

があるのではないか 
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・ ハノイ＝バンコク間の移動をトラックと鉄道で結ぶことは難しい。

しかし、今後、メコン地域が成長して市場規模が拡大すれば、可能

性は出てくるのではないか。 

・ ダナンに輸入基地を設けて、ハノイには鉄道で、ラオス・タイ・ミ

ャンマーにはそれぞれトラックで運ぶ商品であれば可能性はある。

例えば保守パーツはリードタイムを非常に重視するため、保管基地

にすることもできる。 

・ 荷量のロットは小さいと思うので、LCLによる小口多頻度配送サー

ビスが提供されると使いやすい。 

・ 一部の大手荷主を除いて、多くは物流を物流企業にお任せしている

のが実情である。物流企業がイニシアチブをとって荷物を束ねてい

けば、集まるのではないか。 

上記実現に

向けた課題 

・ ダナンは国際港湾として整備が十分でない。寄港航路も少ない。 

 

 

（２）食品・日用雑貨メーカーB社 

生産活動 ・ タイの地場メーカーに OEM 商品の製造を依頼している。また、中

国も製造拠点としている。 

メコン域内

の輸送実績 

・ タイの生産品はカンボジアへ南部回廊を通じて共有されている。ポ

イペトで積み替えを行っているが、クレーンでコンテナを移すだけ

であり、大きな問題はない。 

・ ドライおよび冷蔵・冷凍のリーファーコンテナを定期的に配送して

いる。 

・ FCLで定期的に配送しているが、積載率は十分な水準までに高めら

れていない。 

・ 域外からの調達は、基本的に各国港湾より輸入をしており、域内で

まとめて荷揚げして、国境を越えた配送はしていない。 

上記輸送の

評価 

【良い点】 

・ 輸送品質には問題がなく、リートリードタイムも 1泊 2日で到着す

る。 

・ AEO認定を受けており、国境のポイペトではなく荷受け場所で通関

を受けられるのが良い。 

【悪い点】 

・ 荷量の拡大が難しく、運賃を引き下げられないのが難点である。結

果としてタイ国内よりも 1.6～1.7倍の高い値段になっている。 
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その背景には、いくつかの要因がある。 

- 店舗の発注オペレーションが正常に機能しておらず、欠品情報

の把握と定常発注の仕組みが安定的に運用していない 

- ナショナルブランドは、タイのメーカーが周辺国に代理店を持

っており、そこからの調達依頼が入ること 

- さらに、同じ商品でも現地調達の方が安い（ロットの違いを踏

まえると、B社の原価の方が安いはずであり、通常ではない手段で

持ち込んでいる可能性が高い） 

新システム

へのニーズ 

・ クロスボーダー×リーファーコンテナ輸送 については検討した

ことがある。 

・ 現状のタイからカンボジアを経由し、ベトナムのホーチミンまで南

部回廊を拡張した物流も検討したことがある。また、東西経済回廊

の興味も非常に高い。 

・ ベトナム側に物流拠点を開設して、輸入品を集約する計画も検討し

たが、外資規制の影響から断念した。完成品の輸入枠を 2割しか持

っておらず、結局、協業先の地場企業の物流ネットワークを活用し

ている。 

・ もし、メコン地域の各地に店舗を設けた場合は、どこかに物流拠点

を開設することになるだろうが、マレーシアの市場が大きいことか

らラオスやベトナムよりもタイ国内だろう。将来はミャンマーへの

進出も検討しており、道の整備状況には非常に関心がある。 

上記実現に

向けた課題 

・ 小売の物流は、アイテム数が非常に多い（パッキングリストも数十

枚になる）。現状のように国境通過のタイミングで毎回、通関処理

を実施していると、書類審査だけで 1日以上を費やしてしまい、陸

上輸送のスピードを活かせない。 

 

（３）食品メーカーC社 

生産活動 ・ タイ（バンコク近郊）に工場を有して調味料を生産し、タイ全土や

マレーシア、ベトナムに多く出している。 

・ また、地場メーカーに OEM 生産を依頼しており、乾燥食材などを

出荷している。 

メコン域内

の輸送実績 

・ 物流は日系物流企業に全て委託している。工場からバンコク市内の

工場までは大ロットで定期的に輸送し、注文が入るとそこから小口

で出荷する。 

・ 日本食の広がりに応じて出荷先も拡大しており、マレーシア、シン

ガポール、インドネシアなどが増えている。 
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・ FCL ベースでだせるようになりたいが、今は 1 回 3，4 パレットで

月 2-3回だす場合が多い。食品を扱っていることから、在庫の管理

を考えると、月に 1回での FCLは難しい。 

・ 特に、ベトナム人の消費者は賞味期限に厳しい。1 年ぐらい保存す

る食品でも、賞味期限が半年を切ったら買われない。 

・ ミャンマーについては自社で物流をしておらず、タイの問屋にお願

いして海上輸送で運んでいる。 

上記輸送の

評価 

【良い点】 

・ 輸送品質には問題がない。 

【悪い点】 

・ 物流コストは輸送費用に関して不満はない。従量制なので、売上に

連動するので小ロットでも問題ない。一方で、通関費用は都度で固

定費が発生するため負担が大きい。 

新システム

へのニーズ 

・ クロスボーダー×リーファーコンテナ輸送の引き合いは受けたこ

とがある。タイからベトナムのホーチミンやハノイに冷蔵・冷凍商

品を送ってほしいと依頼があったが、混載サービスがあることを知

らずに断った。ベトナムでは日系スーパーが進出を始めており、日

本食の惣菜も増えてきていることから、調味料のニーズも高まって

くる。 

・ クロスボーダーによる近隣国の市場は確かに魅力的だが、消費者の

消費行動を踏まえると、国境を越えるよりも、国境手前の市場やス

ーパーを押さえることが有効である。消費者自身が国境を跨いでタ

イに買い物に来る。 

・ 家庭用向けだけでなく、レストランなど業務用が大きい。タイの地

方部では、日本食レストランも増え始めているが、入り込めていな

い。 

・ また、原材料をカンボジアから調達することでコストが下げられな

いかを研究している。 

上記実現に

向けた課題 

・ 今、付き合いのある問屋はタイの地方に倉庫をもっているもののキ

ャパシティが足りない。タイの地方都市にトラックを 1台したてる

荷量はない。今でも、10缶ぐらいをバスに託して輸送している。 
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（４）飲料メーカーD社 

生産活動 ・ ベトナム（ホーチミン近郊）の工場で飲料を生産し、生産量のうち

8 割をベトナム国内向け、2 割を輸出している。輸出先としては、

東南アジア各国や豪州、韓国など 10カ国以上に輸出している。 

メコン域内

の輸送実績 

・ コストを最重視しており、海上輸送をしている。月に数本のコンテ

ナを出荷している。 

・ 1ヶ月にコンテナ 1本以上出すボリュームがあれば、FCLで輸出し

ている。2ヶ月に 1本以下だと鮮度が落ち、販売しづらくなるため、

混載輸送で頻度を維持している。ただし、混載輸送を使うケースは

ほとんどない。 

・ ハノイへは、高頻度でトラック混載輸送を利用している。 

上記輸送の

評価 

【良い点】 

・ 輸送品質には問題がない。 

【悪い点】 

・ 物流コストは輸送費用に関して不満はないが、輸送コストだけでな

く、関税や手続きにかかるコスト等、すべてのコストを含めてリー

ズナブルになれば輸送手段を変更しうる。 

新システム

へのニーズ 

・ ベトナム工場は、東南アジアで唯一の工場であるため、東西経済回

廊の利用はあまり想定できない。 

・ ただし、南部経済回廊には期待している。バンコクやプノンペンへ

の輸出は、輸送コストが安くなれば、輸送時間も短縮されるため陸

上輸送に切り替わる可能性はある。 

・ 輸出製品の価格は日本から輸出するよりは安く、現地製品より 2~3

倍する。商材が、大きくて、重たくて、安い商品なので、消費地近

郊での生産が必要である。長距離輸送の価格負担力がない。 

・ 現状は、店舗配送はすべてディストリビュータに任せており、D社

はその倉庫に大ロットで納品すればいい。ASEAN 全域で日本食レ

ストランは増えてきているが、まだ規模は小さい。プノンペンの消

費量でも 10箱/日程度である。 

上記実現に

向けた課題 

・ ベトナムの税関は黒に近いグレーである。各国の税関をどう見てい

くかが重要である。関税の自由化や TPPなど越境協定ができるが、

1～2年後にクリーンになることはないと思う。 

・ 道路ができれば経済回廊は開通するが、各国の税関は国ごとの問題

となる。道路が完成し、2016年には関税が撤廃されるというとイン

ドシナ半島が変わると、一般的には言われているが、なかなかハー

ドルが高いと考えている。 
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（５）卸売業者 E社 

生産活動 ・ ベトナム国内で卸売り事業を展開している。 

メコン域内

の輸送実績 

・ 取り扱っている商材のうち、一部の商材をタイから輸入している。

バンコクより週に一回程度、ハノイとホーチミンそれぞれに海上輸

送している。 

・ ホーチミンからハノイに輸送する際に南北鉄道も利用している。重

量が軽いものは鉄道、重いものは船を使って輸送している。鉄道は

リードタイムが読めないが、在庫日数に余裕を持っているため活用

できる。 

上記輸送の

評価 

【良い点】 

・ 輸送品質には問題がない。 

【悪い点】 

・ 輸送に時間がかかる。しかし、ドライの食品は賞味期限まで最低 1

年程度の時間があるため、スピードを求められるケースはほとんど

ない。 

新システム

へのニーズ 

・ クロスボーダー×マルチモーダル輸送 には関心がある。現状はベ

トナム国内での卸事業のライセンスしか保有していないため、クロ

スボーダーはできないが、ハノイへの輸送で鉄道の高速化を期待し

ている。 

・ リーファーコンテナは現状で使用していない。今は、倉庫から都市

内店舗に配送するだけなので、一部の冷蔵商品をドライアイスで対

応している。ただ、他社はチルド車を使用しており、都市部では冷

蔵庫もほぼ普及が済んでいる。 

・ ベトナム南部も一定規模の商圏がある。さらにプノンペンまでを含

めて、南部経済回廊を活用することは考えられるかもしれない（ラ

イセンス問題が別にある）。 

・ メコンをみると、バンコク、ホーチミン、ハノイがメインの市場に

なるが、その中間地点にデポを設置するとなると、距離もあるため

効率化しない。各地に拠点を設けた方が効率的になる。 

上記実現に

向けた課題 

・ 港湾での通関の不透明さは問題となる。港によってもルールが異な

るため、輸入しやすい港を見極めなくてはならない。 
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４．３新たな物流システムを活用したビジネスモデルの提案 

 

今回の実証走行と日系荷主のニーズを踏まえて、東西経済回廊を用いた「クロスボー

ダー×マルチモーダル輸送」や「クロスボーダー×リーファーコンテナ輸送」が成立す

るための要件を整理する。 

 

要件 該当例 

輸送距離が長く鉄道輸送のメリットが

でやすい区間に動いている荷物 

・ 大都市間の距離が長い地域で流通して

いる商品 

・ 内陸部など海上輸送が困難な地域へ流

出入する商品 

海上輸送よりも速く 2～3 日で届く短い

リードタイムが求められる荷物 

 

・ 長期間の保管が難しい食品（加工）品 

・ 保守パーツなど発注のタイミングが読

みにくく、かつ受注後に素早く届けなけ

ればいけない商品 

・ 販売動向の繁閑が大きく、季節の変わり

目などに応じた商品投入が求められる

アパレル 

一定密度に荷受人が集中しておらず、輸

送ロットが小さい荷物 

・ メコン地域の中核都市に進出したばか

りであり仕向地への荷量が限られる荷

主 

・ メコン地域の全域に拠点が点在するが、

製造拠点を各地の設置するのが困難な

荷主 

 

これらの要件を踏まえて、3 つのビジネスモデルを提案する。①中国・GMS 鉄道輸

送サービス、②フィッシュボーン型物流サービス、③GMS物流ハブサービスである。 

 

①では、タイやベトナムといった GMS各国と中国の内陸部を、トラック及び鉄道輸

送でつないでいく。東西経済回廊とベトナム国鉄の接続は、ベトナムのドンハで行い、

コンテナを積み替える。 

 

すでに、タイと中国では荷動きが活発である。JETROへのヒアリングによると、タ

イから電子部品がナコンパノンを経由してベトナムに入り、その先の中国に運ばれてい

る。また、生鮮も荷動きがあり、熱帯と温帯でタイと中国の気候帯は異なることから、

果物が多い。現状は、タイ北部の三角地帯で複数の国境を区切っている川をまたいだ輸
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送が、個人事業主レベルで行われているが、最終目的地が中国の内陸部でロットも一定

の規模が見込まれれば物流事業者が担える。 

 

図 ①中国・GMS鉄道輸送サービス 

 

 

②では、太平洋側への輸出入をダナン港で引き受け、インド洋からの輸出入をミャン

マーのモーラミャインが引き受ける。東西経済回廊が通過する各都市に TC倉庫を設け

て国内配送を手がける。 

 

このルートの場合、4つの輸出入ルートの貨物を取り込むことができ、インド洋⇔太

平洋航路を陸上輸送で接続する需要、メコン地域とインド洋を接続する需要、メコン地

域と太平洋を接続する需要、メコン域内需要の 4つを組み合わせて積載効率を高めるこ

とができる。 
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想定される商材としてアパレルが考えられる。中国で生産された商品は鉄道や近海航

路でダナンまで運び込んだり、バングラデシュで生産した商品をミャンマーまで運び込

み、東西経済回廊の沿線に配送する。また、メコン域外で製造した保守パーツを東西経

済回廊の両端で保有しており、注文に応じて迅速に出荷する仕組みも考えられる。 

 

 

図 ②フィッシュボーン型物流サービス 

 

 

 

 

③では、地方都市も含めた GMS全域のハブ拠点を設けて、各地方都市を結ぶ小口配

送ネットワークを作る。冷蔵・冷凍サービスのコールドチェーンを確立して、メコン域

内の Local to Local需要を取り込む 
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想定される商材として宅配便サービスや食品輸送が考えられる。参考事例としては、

沖縄で ANAとヤマト運輸が実施している沖縄航空ハブであり、周辺の荷量は限られる

ものの、地の利を活かして域外からの荷物を集約する拠点とする。航空機と違って、夜

に出荷して翌朝に配達することは難しいが、実走だけであれば翌々日の配送は可能であ

る。将来的には、ハブ拠点の周辺に生産基地を誘致して、メコン域内の顧客から発注を

受けて、デイリーで配送をするサービス提供も視野に入る。 

 

図 ③GMS物流ハブサービス 
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５．物流システムの実現にむけた提言 

 

５．１全体概要 

今回の実証運行結果や現地ヒアリングによる日系企業のニーズを踏まえると、現状で

は東西経済回廊を活用した物流システムが成立することは難しい。これらの障壁となっ

ているのは、①交通インフラに対する課題（バイパス道路の整備、道路舗装の整備、保

税蔵置所や鉄道駅の設備拡充）、②通関手続きに関する課題（受付時間の拡張、手続き

簡素化の実態把握や見通し）、③企業活動に関する課題（外資規制、輸入許可制度）に

分類できる。 

 

メコン地域の物流に関する課題は、すでに多くの機関が現地調査を実施しており、今

回にあがった課題も目新しいものではない。また、これまで指摘されていた荷痛みの懸

念や国別制度への対応負荷、袖の下と呼ばれる賄賂などの懸念はあまり聞かれなかった。

これは、日系物流企業が現地の実態に合わせてきめ細やかなサービスを安定的に提供で

きるようになったことに加えて、荷主側の意識もより現地化し柔軟になったためと考え

られる。 

 

具体的に課題については、次項以降に整理している。 

 

５．２交通インフラに対する課題と提言 

今回提案する物流システムは、輸送スピードが競争優位性の 1つになる。よって、ト

ラックが高速で走行できる環境を整備することが求められる。タイ国内は、すでに高速

道路が整備されており大きな問題は発生していない。ラオスは、道路の舗装がはげてい

る区間があり、速度が出せないことが輸送サービスの低下につながっている。ベトナム

は、高速道路が整備されつつあるが、1号線の渋滞が懸念事項である。また、ベトナム

国内を鉄道で運ぶ場合は、合わせて鉄道の高速化も求められる。 

 

今後、冷蔵・冷凍リーファーコンテナの取扱が拡大すれば、リーファーコンテナへの

給電施設が必要になる。今回の実証走行では、税関および鉄道駅で地上からの給電がで

きず、トラックの発電機を回していた。将来、国境での滞在が不要になれば、大きな支

障はないが、現状では燃料の節約と環境負荷低減の観点から整備が期待される。 

 

実証走行で挙がった課題 

・ 舗装が不十分だったり、夜間電灯が無いため、10Gを越える衝撃を数回受けている。 

・ 事故の影響もあるが、鉄道輸送の平均速度はトラックの半分であり、非常に遅い。 

・ 未整備のため税関や鉄道駅で地上からリーファーコンテナの給電を受けられない。 
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日系企業からの声 

・ ラオスでは、日系企業が担当して道路の再舗装がされているが、途中の銅鉱から出

てくるトラックが過積載なので、道が痛むのが速い。ベトナム側はトラックの重量

規制を始めている。（物流企業） 

・ 東西経済回廊の道路状況が悪く、輸送初期の段階では荷痛みが多く発生した。ただ

し、梱包材の工夫によって現在は沈静化している（製造業） 

・ ホーチミンからハノイへは鉄道輸送も活用している。現状ではトラックと輸送スピ

ードが変わらないので高速化が必要（卸売業） 

・ 単線なので長編成の車両はすれ違えないため輸送力が限られる、さらに、線路も曲

がっていて速度が出ない。（食品メーカー） 

・ ODA によって新しいインフラを作っても、現地側がそれを維持していくことの大

変さを理解していないため、使い捨てになる（食品メーカー） 

 

我が国の協力のあり方としては、ODA という手段がある。これまでは、新たなイン

フラをつくる場合が多かったが、既存インフラの機能拡張に軸足を移すのも一案である。

特に、インフラの維持更新には大きな労力が必要であり、ノウハウも欠かせない。人材

育成を通じて日本の土木ノウハウを転移させることも有効だろう。また、我が国では少

子高齢化に先立ち、インフラ維持の省力化について多くの研究がされている。タイはあ

と 10 年すると生産年齢人口が減少局面に入るため、同様のニーズが生まれてくるだろ

う。 

 

５．３通関手続きに関する課題と提言 

実証走行の結果から分かるように、スピード短縮のボトルネックの一つが通関手続き

である。東西経済回廊の時間ロスとなっている、サバナケットからデンサワンを一日で

通過できない事態を避けるための開庁時間の延長が必要になる。仮に、開庁時間の延長

により待機時間が解消されるとデンサワン国境の通過に合わせたラオス泊が無くなり、

15時間 30分8の短縮が可能になる。 

また、今回提案する物流システムでは、混載貨物が保税のまま複数の国を通過する。

コンテナを牽引してきたトラックが国境をまたいだ際に、訪問国へ輸入する貨物と保税

で他地域に転送される貨物が混載されていることになる。このような輸送形態を認める

ためには、各国税関との調整が必要になると考えられる。 

 

 

                                                   
8実証走行では、出発地のラヨーンから中間地のダナンまで 56時間 40分かかったが、通関

のための待機時間を削減すれば、同区間を 41時間 10分に短縮できる。 
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図 時間ロス解消時のリードタイムイメージ 

 

 

表 時間ロス解消時の作業別所要時間イメージ 

 所要時間 

移動 23時間 10分 

通関 8時間 00分 

待機 0時間 00分 

合計 41時間 10分 

 

実証走行で挙がった課題 

・ 国境で計 4回の通関手続きが発生することがリードタイムの長い要因である。タイ

の工場を夜に出荷し、翌朝にラオスへ、夕方にベトナムへ抜けられるルートが最も

使いやすいと考えられるが、今は税関に合わせてスケジュールが決まってくる。 

・ また、今回はタイ、ラオス、ベトナムの 3拠点が事務手続きに携わっており、この

費用もかさむ要因である。封印が担保されるのであれば、事前情報を基に自動審査

のシステムも作れる。 

 

日系企業からの声 

・ タイでは、外貨のまま保税運送できる車両をタイ国籍に限っており、ラオス企業の

貿易円滑化の障害になっている（物流企業） 

・ AEC の進展によって関税の撤廃は進む。関税の収入は減少するが、貿易が活性化

して経済は拡大するのだから、この動きを啓蒙していく必要がある（物流企業） 

・ 保税輸送で国をまたぐ場合でも、毎回各国のシステムに保税申請をすることになる

と、国境通過の時間ロスが大きい（小売業） 

Day 1 Day 2 Day 3 Day 4 Day 5 Day 6

区間 所要時間 3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21 3 9 15 21

ラヨーン ムクダハン 18時間15分

ムクダハン通関 3時間00分

サバナケット通関 1時間00分

サバナケット ラオバオ 6時間45分

ラオバオ通関 4時間00分

ラオバオ ダナン 8時間10分

移動

通関
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・ 税関職員の所得水準が引き上げられない以上、AEC による関税撤廃は難しいとみ

ている。一方で、これらの費用が上積みされることで国外での販売が苦戦している

のも事実である。（食品メーカー） 

・ シンガポールを物流ハブにして ASEAN 域内のサプライチェーンを管理している

企業は多いため、域内での移動が自由化されると業務の負荷は軽くなる。（製造業） 

 

関税の撤廃などは、これまで通り、我が国の主張を継続して働きかけていくしかない。

ただし、混載貨物の取り扱いに関しては、日本が先行する IT 技術が応用できる余地が

ある。例えば、トラックのコンテナに小型コンテナを格納して、RFID付きのシールで

封印することで、輸入国で卸す貨物と保税運送で転送する貨物をトレースすることも可

能と考えられる。これらの実証実験を企画するなど、R&D分野での貢献も可能である。 

 

５．４企業活動に関する課題と提言 

新しい物流システムが成立するためには、その恩恵を受ける荷主の存在が必要不可欠

である。よって、日系企業がメコン地域でビジネスをより展開しやすくなる環境を作る

ことが肝要である。投資規制に関しては、本調査の範囲ではないため、ヒアリングの声

のみを紹介する。 

 

日系企業からの声 

・ ベトナムでは外資系企業の活動が制限されており、海外商品を輸入してそのまま販

売することは一定数しかできない。（小売業） 

・ 店舗展開でも規制を受けており、現地でパートナーを見つけなければ事業拡大がで

きない。（小売業） 

・ 地元企業が独占していた分野に外資系企業が参入すると、地方政府や地方税関が一

体となって嫌がらせを実施してくるため、下部組織の意識改革を企業 1社で進める

のは難しい。（物流企業） 

 

東西経済回廊を活用して今回提案した物流システムを成立させるためには、日系企業

がメコン全域で積極的な事業展開を進める必要がある。今回、ヒアリングを実施した日

系荷主からは、物流サービスのラインナップがないために商圏を拡大できなかったり、

販売価格が高くなることで競争力を発揮できないケースも見られた。 

一方で、物流企業の視点にたつと、荷量の見通しが立たない中で値段を下げるのは不

可能である。先行投資が必要な場合はなおさらである。しかしながら、新しい市場を開

拓するためには相応のリスクは避けられない。荷主のニーズに素直に向き合って、共同

で商品開発を進めるしか方法はない。サプライチェーンの高度化に伴い荷主のニーズは

変わってきている。従来のように速く運べることが付加価値に直結するとは限らず、時
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間がかかっても定時制が担保されれば、それを前提に自社最適を図るケースが増えてき

た。現状、東西経済回廊を使った商品を販売している企業は、海上輸送よりも短いリー

ドタイムと積み替え不要の輸送品質を売りにしているが、定時制を前提とした場合には

安価な物流モデルとなる可能性も高い。現状では、荷主が最適な物流サービスを見つけ

ることができず、事業拡大が停滞している状況がある。逆に、物流企業が中小企業を束

ねて標準化した物流システムに適応させる考え方も成立するのではないか。 

 

物流・貿易の環境が整うことで日系企業の経済活動が活性化する。また、外資規制な

どの投資制約が軽減されることで荷主事業拡大に伴う荷量の増加と輸送サービスの魅

力向上が図れる。これら正のスパイラルをうまく回していくことで、新興国間の格差や

都市と地方の格差に苦しむメコン地域の経済発展に貢献していくことが可能である。我

が国としては、関係国に行動を促していくためには、単に日系企業に有利な制度変更を

訴えるだけでなく、新興国の経済発展サポートとして荷主の活動と同期したパッケージ

提案が有効ではないだろうか。 


